
第１２号議案 

介護保険法施行規則等の一部を改正する省令の施行に伴う関係条例の整理に関する 

条例 

 この条例を別紙のとおり制定することについて、地方自治法第９６条第１項第１号の規定

により、議会の議決を求める。 

  平成２７年３月３日提出 

中間市長  松下 俊男   



介護保険法施行規則等の一部を改正する省令の施行に伴う関係条例の整理に関する条

例 

（中間市指定地域密着型介護老人福祉施設の指定に関する入所定員に係る基準、指定地域

密着型サービス事業者の指定要件並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に係る基準に関する条例の一部改正） 

第１条 中間市指定地域密着型介護老人福祉施設の指定に関する入所定員に係る基準、指定

地域密着型サービス事業者の指定要件並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営に係る基準に関する条例（平成24年中間市条例第24号）の一部を次のように改正

する。 

目次中「複合型サービス」を「看護小規模多機能型居宅介護」に改める。 

第５条中「のうち」を「のいずれかに」に、「暴力団に」を「暴力団員に」に、「であ

るもの及び同条第２号」を「があるもの又は同条第２号」に改める。 

第８条第２項ただし書中「又は指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並

びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成18厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス等基準」という。）第５条第

２項のサービス提供責任者」を削り、同条第４項中「専ら」を「、専ら」に改め、同条第

５項各号列記以外の部分中「事業所」の次に「の同一敷地内」を加え、同項中「併設され

ている」を「ある」に改め、同項第５号中「第84条第６項第１号」を「第84条第６項の表

の中欄」に改め、同項第６号中「第84条第６項第２号」を「第84条第６項の表の中欄」に

改め、同項第７号中「第84条第６項第３号」を「第84条第６項の表の中欄」に改め、同項

第８号中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に

改め、同条第９項中「第28条第５項及び11項」を「第28条」に改め、同条第12項中「第60

条第１項第１号ア」を「第60条第１項第１号イ」に改める。 

第13条中「（法第46条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同

じ。）」を削る。 

第16条中「（法第８条第23項に規定する指定居宅サービス等という。以下同じ。）」を

削る。 

第25条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」を「行い」に

改める。 

第31条第２項中「手当」を「手当て」に改める。 

第34条第２項ただし書中「又は指定夜間対応型訪問介護事業所」を「、指定夜間対応型

訪問介護事業所又は指定訪問看護事業所」に、「定期巡回サービス、随時対応サービス又

は随時訪問サービス」を「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」に改める。 

第45条中「適用」を「、適用」に改める。 

第49条第１項第３号中「随時訪問サービスを行う訪問介護員等の員数は、」を削り、同

条第２項中「、当該」を「当該」に改める。 

第54条第５項中「規程」を「規定」に改める。 

第62条中「できるよう」の次に「生活機能の維持又は向上を目指し」を加える。 



第63条第１項中「次の」を「、次の」に改め、同条第７項中「第７条第１項」を「第６

条第１項」に改める。 

第65条第４項中「前３項」を「第１項から第３項まで」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が第１項の設

備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定認知症対応型通所介護以外のサービス

を提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に

当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者に係る指定を行った市長に届け出

るものとする。 

第67条第１項中「、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」を「又は指定介護

予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住居ごとに」に改め、「福祉施

設」の次に「においては施設」を加え、同条第２項中「（法第41条第１項に規定する指定

居宅サービスをいう。）」、「（法第46条第１項に規定する指定居宅介護支援をい

う。）」、「（法第53条第１項に規定する指定介護予防サービスをいう。）」、「（法第

54条の２第１項に規定する指定地域密着型介護予防サービスをいう。）」及び「（法第58

条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）」を削る。 

第80条の次に次の１条を加える。 

（事故発生時の対応） 

第80条の２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所

介護の提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の家族、当該利用者に係る指

定居宅介護支援事業所等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置

について記録しなければならない。 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介護の提

供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

４ 指定認知症対応型通所介護事業者は、第65条第４項の単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、前３項の規定に準じた

必要な措置を講じなければならない。 

第81条第２項第５号中「次条において準用する第42条第２項」を「前条第２項」に改め

る。 

第82条中「、第42条」を削る。 

第84条第１項中「第45条に」を「第44条に」に改め、同条第６項中「指定小規模多機能

型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに掲げる施設等が併設されている」を「次の表の

左欄に掲げる」に、「当該各号」を「同表の中欄」に改め、「ときは、」の次に「同表の

右欄に掲げる」を加え、同項各号を削り、同項に次の表を加える。 

当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所に中欄に掲げ

る施設等のいずれかが併設

されている場合 

指定認知症対応型共同生活

介護事業所、指定地域密着

型特定施設、指定地域密着

型介護老人福祉施設又は指

介護職員 



定介護療養型医療施設（医

療法（昭和23年法律第205

号）第７条第２項第４号に

規定する療養病床を有する

診 療 所 で あ る も の に 限

る。） 

当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所の同一敷地内

に掲げる施設等のいずれか

がある場合 

前項中欄に掲げる施設等、

指定居宅サービスの事業を

行う事業所、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看

護事業所、指定認知症対応

型通所介護事業所、指定介

護老人福祉施設又は介護老

人保健施設 

看護師又は准看護師 

第84条第７項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事

業者」に、「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」

に改め、同条第８項中「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」に改め、同条第10項ただし書中「第６項各号」を「第６項の表当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項中欄」に改

める。 

第85条第１項ただし書中「前条第６項各号」を「前条第６項の表当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項中欄」に、

「若しくは同一敷地内」を「、同一敷地内」に改め、「含む。）」の次に「若しくは法第

115条の45第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する

第１号介護予防支援事業を除く。）」を加え、同条第３項中「サービス事業所」の次に

「（第195条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。次条において同じ。）」を加

える。 

第87条第１項中「25人」を「29人」に改め、同条第２項第１号中「15人（」の次に「登

録定員が25人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定員に応じて、

次の表に定める利用定員、」を加え、同号に次の表を加える。 

登録定員 利用定員 

26人又は27人 16人 

28人 17人 

29人 18人 

第93条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」を「行い」に

改める。 

第108条中「第84条第６項各号」を「第84条第６項」に改める。 

第111条中「（法第８条第19項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下同



じ。）」を削る。 

第112条第４項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所」に、「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、

同条第７項ただし書中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所」に改める。 

第113条第１項ただし書中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所」に改める。 

第115条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、指定認知症対応型共同生活介護の事業に係る用地の確保が困難であることそ

の他地域の実情により指定認知症対応型共同生活介護の事業の効率的運営が困難である

ことが認められる場合は、１の事業所における共同生活における共同生活住居の数を３

とすることができる。 

第123条中「地域密着型介護予防サービス」を「指定地域密着型サービス」に改める。 

第131条第１項中「（法第８条第20項に規定する計画をいう。以下同じ。）」を削る。 

第132条第９項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所」に、「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、

同条第10項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所」に改める。 

第133条ただし書中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所」に改める。 

第137条を次のように改める。 

第137条 削除 

第150条第２項第９号を削る。 

第152条第１項中「（法第８条第21項に規定する地域密着型施設サービス計画をいう。

以下同じ。）」を削る。 

第153条第４項中「指定介護老人福祉施設」の次に「、指定地域密着型介護老人福祉施

設（サテライト型居住施設である指定地域密着型介護老人福祉施設を除く。以下第８項第

１号及び第17項、第154条第１項第６号並びに第182条第１項第３号において同じ。）」を

加え、同条第８項第１号中「施設」の次に「又は指定地域密着型介護老人福祉施設」を加

え、同条第12項中「指定介護予防サービス等基準」を「指定介護予防サービス等の事業の

人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス等基

準」という。）」に改め、同条第13項中「若しくは指定介護予防サービス等基準第97条第

１項に規定する指定介護予防通所介護事業所」を削り、「指定地域密着型介護予防サービ

ス基準」を「指定地域密着型介護予防サービス基準条例」に改め、同条第15項及び第16項

中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、

同条に次の１項を加える。 

17 第１項第１号の医師及び同項第６号の介護支援専門員の数は、サテライト型居住施設

の本体施設である指定地域密着型介護老人福祉施設であって、当該サテライト型居住施



設に医師又は介護支援専門員を置かない場合にあっては、指定地域密着型介護老人福祉

施設の入所者の数及び当該サテライト型居住施設の入所者の数の合計数を基礎として算

出しなければならない。この場合において、介護支援専門員の数は、同号の規定に関わ

らず、１以上（入所者の数が100又はその端数を増すごとに１を標準とする。）とする。 

第154条第１項第６号ただし書中「福祉施設」の次に「又は指定地域密着型介護老人福

祉施設」を加える。 

第161条第５項中「褥瘡」を「褥瘡
じょくそう

」に改める。 

第178条第２項に次の１号を加える。 

(７) 次条において準用する第107条第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記

録 

第182条第１項第３号ただし書中「福祉施設」の次に「又は指定地域密着型介護老人福

祉施設」を加える。 

第11章の章名を次のように改める。 

第11章 看護小規模多機能型居宅介護 

第192条中「（以下「指定複合型サービス」という。）」を「（施行規則第17条の10に

規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。以下この章において「指定看護小規模多機

能型居宅介護」という。）」に改める。 

第193条第１項中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」

に、「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」に、

「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に、「複合

型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に、「指定複合型サービス

を」を「指定看護小規模多機能型居宅介護を」に、「指定複合型サービス事業を」を「指

定看護小規模多機能型居宅介護事業を」に、「複合型サービス（本体事業所」を「看護小

規模多機能型居宅介護（本体事業所」に改め、同条第２項ただし書中「指定複合型サービ

ス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同条第３項及び第４項

中「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、同条第６

項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に、

「指定複合型サービス（本体事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護（本体事業

所」に、「指定複合型サービスを」を「指定看護小規模多機能型居宅介護を」に、「複合

型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、同条第７項中「指

定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に、「複合型サ

ービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、同条第８項中「指定複

合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」に、「複合型サービ

ス計画」を「看護小規模多機能型居宅介護計画」に改め、同項ただし書中「指定複合型サ

ービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同条第10項中「指

定複合型サービス事業者が」を「指定複合型サービス事業者（指定地域密着型サービスに

該当する複合型サービス（以下「指定複合型サービス」という。）の事業を行う者をいう。

以下同じ。）が」に、「指定複合型サービスの事業」を「指定看護小規模多機能型居宅介



護の事業」に、「第60条第１項第１号ア」を「第60条第１項第１号イ」に、「同条第１項

第１号ア」を「同条第１項第１号イ」に改める。 

第194条第１項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護

事業者」に、「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所」に改める。 

第195条の見出し中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介

護事業者」に改め、同条中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居

宅介護事業者」に改め、「サービス事業所」の次に「（指定複合型サービスの事業を行う

事業所をいう。）」を加える。 

第196条第１項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所」に、「25人」を「29人」に改め、同条第２項中「指定複合型サービス事業所」を

「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同項第１号中「15人」の次に「（登

録定員が25人を超える指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定員に応

じて、次の表に定める利用定員）」を加え、同号に次の表を加える。 

登録定員 利用定員 

26人又は27人 16人 

28人 17人 

29人 18人 

第197条第１項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所」に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」に改め、

同条第２項第２号イただし書中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所」に改め、同条第３項中「指定複合型サービス」を「指定看護小規模多

機能型居宅介護」に改め、同条第４項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所」に改める。 

第198条の見出し及び同条第１項中「指定複合型サービス」を「指定看護小規模多機能

型居宅介護」に改め、同条第２項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多

機能型居宅介護事業者」に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅

介護の」に、「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」を「行い」に改め

る。 

第199条の見出し中「指定複合型サービス」を「指定看護小規模多機能型居宅介護」に

改め、同条各号列記以外の部分並びに同条第１号及び第２号中「指定複合型サービス」を

「指定看護小規模多機能型居宅介護」に改め、同条第３号中「指定複合型サービスの」を

「指定看護小規模多機能型居宅介護の」に、「複合型サービス計画」を「看護小規模多機

能型居宅介護計画」に改め、同条第４号中「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機

能型居宅介護従業者」に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介

護の」に改め、同条第５号中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型

居宅介護事業者」に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護

の」に改め、同条第６号中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居

宅介護事業者」に改め、同条第７号中「指定複合型サービス」を「指定看護小規模多機能



型居宅介護」に改め、同条第８号中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多

機能型居宅介護事業者」に改め、同条第９号中「指定複合型サービスの」を「指定看護小

規模多機能型居宅介護の」に、「複合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅介護

計画」に改める。 

第200条第１項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所」に改め、同条第２項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者」に改め、同条第３項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小

規模多機能型居宅介護事業者」に、「複合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅

介護計画」に、「複合型サービス報告書」を「看護小規模多機能型居宅介護報告書」に改

め、同条第４項中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所」に、「複合型サービス報告書」を「看護小規模多機能型居宅介護報告書」に改める。 

第201条の見出し中「複合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅介護計画」に、

「複合型サービス報告書」を「看護小規模多機能型居宅介護報告書」に改め、同条第１項

中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に、「複

合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅介護計画」に、「複合型サービス報告

書」を「看護小規模多機能型居宅介護報告書」に改め、同条第２項及び第３項中「複合型

サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅介護計画」に改め、同条第４項中「複合型サ

ービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に、「複合型サービス計画」を

「看護小規模多機能型居宅介護計画」に改め、同条第５項から第７項までの規定中「複合

型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅介護計画」に改め、同条第８項中「第２項

から第６項まで」を「前６項」に、「複合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅

介護計画」に改め、同条第９項及び第10項中「複合型サービス報告書」を「看護小規模多

機能型居宅介護報告書」に改める。 

第202条第１項中「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」に改め、同条第

２項中「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に、「手当」

を「手当て」に改める。 

第203条第１項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護

事業者」に改め、同条第２項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者」に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護

の」に改め、同項第２号を次のように改める。 

(２) 看護小規模多機能型居宅介護計画 

第203条第２項第５号中「複合型サービス報告書」を「看護小規模多機能型居宅介護報

告書」に改める。 

第204条中「指定複合型サービス」を「指定看護小規模多機能型居宅介護」に、「複合

型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改める。 

（中間市指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定要件並びに指定地域密着型介護予

防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介

護予防のための効果的な支援の方法に係る基準に関する条例の一部改正） 



第２条 中間市指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定要件並びに指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係

る介護予防のための効果的な支援の方法に係る基準に関する条例（平成24年中間市条例第

25号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「のうち」を「のいずれかに」に、「及び同条第２号」を「又は同条第２号」

に改める。 

第５条中「（法第５条の２に規定する認知症をいう。以下同じ。）」を削る。 

第６条第１項中「特定施設」の次に「をいう。以下同じ。）」を加え、「次の」を「、

次の」に改め、同項第２号を次のように改める。 

(２) 看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職員」という。）又は介護

職員 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の単位ごとに、専ら当該単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職

員が１以上及び当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供してい

る時間帯に看護職員又は介護職員（いずれも専ら当該単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を当

該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供している時間数で除して

得た数が１以上確保されるために必要と認められる数 

第６条第３項中「同項」を「同号」に改め、同条第４項中「平成24年条例第24号」を

「平成24年中間市条例第24号」に、「第64条第１項」を「第63条第１項」に改め、同条第

７項中「第64条第１項」を「第63条第１項」に改める。 

第８条第４項中「前３項」を「第１項から第３項まで」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が第

１項の設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービス

の提供の開始前に当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者に係る

指定を行った市長に届け出るものとする。 

第９条第１項中「第45条第６項第２号」を「第45条第６項」に、「第45条第６項第３

号」を「第45条第６項」に改める。 

第10条第１項中「、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」を「又は指定介護

予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住居ごとに」に改め、「福祉施

設」の次に「においては施設」を加え、同条第２項中「（法第41条第１項に規定する指定

居宅サービスをいう。）」、「（法第42条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス

をいう。）」、「（法第46条第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。）」、「（法第

53条第１項に規定する指定介護予防サービスをいう。第17条において同じ。）」、「（法

第58条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。第17条において同じ。）」及び「（法

第８条第24項に規定する介護保険施設をいう。）」を削り、「第45条第６項第４号」を

「第45条第６項の表の中欄」に改め、「の運営」を削り、「等」という。）」の次に「の

運営」を加える。 



第15条第２項中「、法第115条の13第２項の規定により」を「法第115条の13第２項に規

定する」に、「の意見」を「意見」に改める。 

第28条第４号中「第６条第２項」を「第６条第４項」に改め、同条第10号中「その他」

を「前各号に掲げるもののほか、」に改める。 

第38条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第８条第４項の単独型・併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、前３

項の規定に準じた必要な措置を講じなければならない。 

第45条第６項中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかの

施設等が併設されている」を「次の表の左欄に掲げる」に、「当該各号」を「同表の中

欄」に改め、「ときは、」の次に「同表の右欄に掲げる」を加え、同項各号を削り、同項

に次の表を加える。 

当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等のいずれ

かが併設されている場合 

指定認知症対応型共同生活

介護事業所、指定地域密着

型特定施設、指定地域密着

型介護老人福祉施設又は指

定介護療養型医療施設（医

療法（昭和23年法律第205

号）第７条第２項第４号に

規定する療養型病床を有す

る診療所であるものに限

る。） 

介護職員 

当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に掲げる施

設等のいずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、

指定居宅サービスの事業を

行う事業所、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看

護事業所、指定認知症対応

型通所介護事業所、指定介

護老人福祉施設又は介護老

人保健施設 

看護師又は准看護師 

第45条第７項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事

業者」に、「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」

に改め、同条第８項中「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」に改め、同条第10項中「（法第８条の２第18項に規定する指定介護予防サービス等を

いう。以下同じ。）」を削り、同項ただし書中「第６項各号」を「第６項の表当該指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている

場合の項中欄」に改める。 

第46条第１項ただし書中「前条第６項各号」を「前条第６項の表当該指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項中



欄」に改め、「含む。）」の次に「若しくは法第115条の45第１項に規定する介護予防・

日常生活支援総合事業（同項第１号に規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を加

え、同条第３項中「サービス事業所」の次に「（指定地域密着型サービス基準条例第195

条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。次条において同じ。）」を加える。 

第47条中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」

に改める。 

第48条第１項中「25人」を「29人」に改め、同条第２項第１号中「15人（」の次に「登

録定員が25人を超える指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定員

に応じて、次の表に定める利用、」を加え、同号に次の表を加える。 

登録定員 利用定員 

26人又は27人 16人 

28人 17人 

29人 18人 

第64条中「第45条第６項各号」を「第45条第６項」に改める。 

第67条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」を「行い」に

改める。 

第71条中「（法第８条の２第17項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下同

じ。）」を削る。 

第75条第１項ただし書を次のように改める。 

ただし、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業に係る用地の確保が困難であ

ることその他地域の実情により指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業の効率的

運営が困難であることが認められる場合は、１の事業所における共同生活住居の数を３

とすることができる。 

第81条第７号中「その他」を「前各号に掲げるもののほか、」に改める。 

（中間市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部改正） 

第３条 中間市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（平成26年中間市条例第30

号）の一部を次のように改正する。 

第31条第２項第１号中「第33条第13号」を「第33条第14号」に改め、同項第２号エ中

「第33条第14号」を「第33条第15号」に改め、同号オ中「第33条第15号」を「第33条第16

号」に改める。 

第33条中第26号を第27号とし、同条第18号から同条第25号までを１号ずつ繰り下げ、同

条第17号中「第12号」を「第13号」に、「第13号に」を「第14号に」に改め、同号を同条

第18号とし、同条第16号を同条第17号とし、同条第15号イ中「指定介護予防通所介護事業

所（指定介護予防サービス等基準第97条第１項に規定する指定介護予防通所介護事業所を

いう。）又は」を削り、同号を同条第16号とし、同条第14号を同条第15号とし、同条第13

号を同条第14号とし、同条第12号中「介護予防訪問介護計画（指定介護予防サービス等の

事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的



な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス

等基準」という。）第39条第２号に規定する介護予防訪問介護計画をいう。）」を「介護

予防訪問看護計画書」に改め、同号を同条第13号とし、同条第11号の次に次の１号を加え

る 

(12) 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス事業者等

に対して、介護予防訪問看護計画書（指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及

び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス等基準」と

いう。）第76条第２号に規定する介護予防訪問看護計画をいう。次号において同

じ。）等指定介護予防サービス等基準において位置付けられている計画の提出を求め

るものとする。 

第33条に次の１号を加える 

(28) 指定介護予防支援事業者は、法第115条の48第４項の規定に基づき、同条第１項

に規定する会議から、同条第２項の検討を行うための資料又は情報の提供、意見の開

陳その他必要な協力の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなければなら

ない。 

附 則 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。 



（第１条関係） 

中間市指定地域密着型介護老人福祉施設の指定に関する入所定員に係る基準、指定地域密着型サービス事業者の指定要件並びに指定地域

密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に係る基準に関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

目次 目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 指定地域密着型介護老人福祉施設の指定に関する入所定員

（第４条） 

第２章 指定地域密着型介護老人福祉施設の指定に関する入所定員

（第４条） 

第３章 指定地域密着型サービス事業者の指定の要件（第５条） 第３章 指定地域密着型サービス事業者の指定の要件（第５条） 

第４章 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 第４章 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

第１節 基本方針等（第６条・第７条） 第１節 基本方針等（第６条・第７条） 

第２節 人員に関する基準（第８条・第９条） 第２節 人員に関する基準（第８条・第９条） 

第３節 設備に関する基準（第10条） 第３節 設備に関する基準（第10条） 

第４節 運営に関する基準（第11条―第44条） 第４節 運営に関する基準（第11条―第44条） 

第５節 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の人員、

設備及び運営に関する基準（第45条・第46条） 

第５節 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の人員、

設備及び運営に関する基準（第45条・第46条） 

第５章 夜間対応型訪問介護 第５章 夜間対応型訪問介護 

第１節 基本方針等（第47条・第48条） 第１節 基本方針等（第47条・第48条） 

第２節 人員に関する基準（第49条・第50条） 第２節 人員に関する基準（第49条・第50条） 



第３節 設備に関する基準（第51条） 第３節 設備に関する基準（第51条） 

第４節 運営に関する基準（第52条―第61条） 第４節 運営に関する基準（第52条―第61条） 

第６章 認知症対応型通所介護 第６章 認知症対応型通所介護 

第１節 基本方針（第62条） 第１節 基本方針（第62条） 

第２節 人員及び設備に関する基準 第２節 人員及び設備に関する基準 

第１款 単独型指定認知症対応型通所介護及び併設型指定認知

症対応型通所介護（第63条―第65条） 

第１款 単独型指定認知症対応型通所介護及び併設型指定認知

症対応型通所介護（第63条―第65条） 

第２款 共用型指定認知症対応型通所介護（第66条―第68条） 第２款 共用型指定認知症対応型通所介護（第66条―第68条） 

第３節 運営に関する基準（第69条―第82条） 第３節 運営に関する基準（第69条―第82条） 

第７章 小規模多機能型居宅介護 第７章 小規模多機能型居宅介護 

第１節 基本方針（第83条） 第１節 基本方針（第83条） 

第２節 人員に関する基準（第84条―第86条） 第２節 人員に関する基準（第84条―第86条） 

第３節 設備に関する基準（第87条・第88条） 第３節 設備に関する基準（第87条・第88条） 

第４節 運営に関する基準（第89条―第110条） 第４節 運営に関する基準（第89条―第110条） 

第８章 認知症対応型共同生活介護 第８章 認知症対応型共同生活介護 

第１節 基本方針（第111条） 第１節 基本方針（第111条） 

第２節 人員に関する基準（第112条―第114条） 第２節 人員に関する基準（第112条―第114条） 

第３節 設備に関する基準（第115条） 第３節 設備に関する基準（第115条） 



第４節 運営に関する基準（第116条―第130条） 第４節 運営に関する基準（第116条―第130条） 

第９章 地域密着型特定施設入居者生活介護 第９章 地域密着型特定施設入居者生活介護 

第１節 基本方針（第131条） 第１節 基本方針（第131条） 

第２節 人員に関する基準（第132条・第133条） 第２節 人員に関する基準（第132条・第133条） 

第３節 設備に関する基準（第134条） 第３節 設備に関する基準（第134条） 

第４節 運営に関する基準（第135条―第151条） 第４節 運営に関する基準（第135条―第151条） 

第10章 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 第10章 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

第１節 基本方針（第152条） 第１節 基本方針（第152条） 

第２節 人員に関する基準（第153条） 第２節 人員に関する基準（第153条） 

第３節 設備に関する基準（第154条） 第３節 設備に関する基準（第154条） 

第４節 運営に関する基準（第155条―第179条） 第４節 運営に関する基準（第155条―第179条） 

第５節 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の基本方針

並びに設備及び運営に関する基準 

第５節 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の基本方針

並びに設備及び運営に関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方針（第180条・第181条） 第１款 この節の趣旨及び基本方針（第180条・第181条） 

第２款 設備に関する基準（第182条） 第２款 設備に関する基準（第182条） 

第３款 運営に関する基準（第183条―第191条） 第３款 運営に関する基準（第183条―第191条） 

第11章 看護小規模多機能型居宅介護 第11章 複合型サービス 

第１節 基本方針（第192条） 第１節 基本方針（第192条） 



第２節 人員に関する基準（第193条―第195条） 第２節 人員に関する基準（第193条―第195条） 

第３節 設備に関する基準（第196条・第197条） 第３節 設備に関する基準（第196条・第197条） 

第４節 運営に関する基準（第198条―第204条） 第４節 運営に関する基準（第198条―第204条） 

附則 附則 

第５条 法第78条の２第４項第１項の条例で定める者は、法人（その

役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者

をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有するものであるかを

問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含

む。）のいずれかに暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員に該当

する者があるもの又は同条第２号に規定する暴力団が出資、融資、

取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する

ものを除く。）とする。 

第５条 法第78条の２第４項第１項の条例で定める者は、法人（その

役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者

をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有するものであるかを

問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含

む。）のうち暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団に該当する者で

あるもの及び同条第２号に規定する暴力団が出資、融資、取引その

他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有するものを除

く。）とする。 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数） （定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数） 

第８条 （略）  第８条 （略）  

２ オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定め

る者（以下この章において「看護師、介護福祉士等」という。）を

もって充てなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない

場合であって、提供時間帯を通じて、看護師、介護福祉士等又は前

２ オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定め

る者（以下この章において「看護師、介護福祉士等」という。）を

もって充てなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない

場合であって、提供時間帯を通じて、看護師、介護福祉士等又は前



項第４号アの看護職員との連携を確保しているときは、サービス提

供責任者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成11年厚生省令第37号。以下「指定居宅サービス等基

準」という。）第５条第２項のサービス提供責任者をいう。以下同

じ。）の業務に３年以上従事した経験を有する者をもって充てるこ

とができる。 

項第４号アの看護職員との連携を確保しているときは、サービス提

供責任者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成11年厚生省令第37号。以下「指定居宅サービス等基

準」という。）第５条第２項のサービス提供責任者又は指定介護予

防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成18厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス等基

準」という。）第５条第２項のサービス提供責任者をいう。以下同

じ。）の業務に３年以上従事した経験を有する者をもって充てるこ

とができる。 

３ （略） ３ （略） 

４ オペレーターは、専らその業務に従事する者でなければならな

い。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回サービス若しくは訪

問看護サービス、同一敷地内の指定訪問介護事業所（指定居宅サー

ビス等基準第５条第１項に規定する指定訪問介護事業所をいう。以

下同じ。）、指定訪問看護事業所（指定居宅サービス等基準第60条

第１項に規定する指定訪問看護事業所をいう。）若しくは指定夜間

対応型訪問介護事業所（第49条第１項に規定する指定夜間対応型訪

問介護事業所をいう。以下この条において同じ。）の業務又は利用

者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事することができる。 

４ オペレーターは専らその業務に従事する者でなければならない。

ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回サービス若しくは訪問看護

サービス、同一敷地内の指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等

基準第５条第１項に規定する指定訪問介護事業所をいう。以下同

じ。）、指定訪問看護事業所（指定居宅サービス等基準第60条第１

項に規定する指定訪問看護事業所をいう。）若しくは指定夜間対応

型訪問介護事業所（第49条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介

護事業所をいう。以下この条において同じ。）の業務又は利用者以

外の者からの通報を受け付ける業務に従事することができる。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次

の各号に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施設等

の入所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にかかわら

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に次の各号に掲げ

るいずれかの施設等が併設されている場合において、当該施設等の

入所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にかかわら



ず、午後６時から午前８時までの間において、当該施設等の職員を

オペレーターとして充てることができる。 

ず、午後６時から午前８時までの間において、当該施設等の職員を

オペレーターとして充てることができる。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(５) 指定認知症対応型共同生活介護事業所（第112条第１項に規

定する指定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。第66条第１

項、第67条第１項、第84条第６項の表の中欄、第85条第３項及び

第86条において同じ。） 

(５) 指定認知症対応型共同生活介護事業所（第112条第１項に規

定する指定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。第66条第１

項、第67条第１項、第84条第６項第１号、第85条第３項及び第86

条において同じ。） 

(６) 指定地域密着型特定施設（第131条第１項に規定する指定地

域密着型特定施設をいう。第66条第１項、第67条第１項及び第84

条第６項の表の中欄において同じ。） 

(６) 指定地域密着型特定施設（第131条第１項に規定する指定地

域密着型特定施設をいう。第66条第１項、第67条第１項及び第84

条第６項第２号において同じ。） 

(７) 指定地域密着型介護老人福祉施設（第152条第１項に規定す

る指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。第66条第１項、第67

条第１項及び第84条第６項の表の中欄において同じ。） 

(７) 指定地域密着型介護老人福祉施設（第152条第１項に規定す

る指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。第66条第１項、第67

条第１項及び第84条第６項第３号において同じ。） 

(８) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（第193条第１項に

規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。第７章

から第10章までにおいて同じ。） 

(８) 指定複合型サービス事業所（第193条第１項に規定する指定

複合型サービス事業所をいう。第７章から第10章までにおいて同

じ。） 

(９)～(11) （略） (９)～(11) （略） 

６～８ （略） ６～８ （略） 

９ 看護職員のうち１人以上は、常勤の保健師又は看護師（第27条第

１項及び第28条において「常勤看護師等」という。）でなければな

らない。 

９ 看護職員のうち１人以上は、常勤の保健師又は看護師（第27条第

１項及び第28条第５項及び11項において「常勤看護師等」とい

う。）でなければならない。 



10・11 （略） 10・11 （略） 

12 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問看護事

業者（指定居宅サービス等基準第60条第１項に規定する指定訪問看

護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業と指定訪問看護（指定居宅

サービス等基準第59条に規定する指定訪問看護をいう。以下同

じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場

合に、指定居宅サービス等基準第60条第１項第１号イに規定する人

員に関する基準を満たすとき（同条第５項の規定により同条第１項

第１号イ及び第２号に規定する基準を満たしているものとみなされ

ているとき及び第193条第10項の規定により指定居宅サービス等基

準第60条第１項第１号イに規定する基準を満たしているものとみな

されているときを除く。）は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者は、第１項第４号アに規定する基準を満たしている

ものとみなすことができる。 

12 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問看護事

業者（指定居宅サービス等基準第60条第１項に規定する指定訪問看

護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業と指定訪問看護（指定居宅

サービス等基準第59条に規定する指定訪問看護をいう。以下同

じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場

合に、指定居宅サービス等基準第60条第１項第１号イに規定する人

員に関する基準を満たすとき（同条第５項の規定により同条第１項

第１号イ及び第２号に規定する基準を満たしているものとみなされ

ているとき及び第193条第10項の規定により指定居宅サービス等基

準第60条第１項第１号アに規定する基準を満たしているものとみな

されているときを除く。）は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者は、第１項第４号アに規定する基準を満たしている

ものとみなすことができる。 

（サービス提供困難時の対応） （サービス提供困難時の対応） 

第13条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の通常の事業の実施地域

（当該事業所が通常時に当該サービスを提供する地域をいう。以下

同じ。）等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護を提供することが困難であると認めた場合

は、当該利用申込者に係る指定居宅介護支援事業者への連絡、適当

な他の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者等の紹介その

第13条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の通常の事業の実施地域

（当該事業所が通常時に当該サービスを提供する地域をいう。以下

同じ。）等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護を提供することが困難であると認めた場合

は、当該利用申込者に係る指定居宅介護支援事業者（法第46条第１

項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）への連



他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 絡、適当な他の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者等の

紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第16条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、計画作成責任

者による利用者の面接によるほか、利用者に係る指定居宅介護支援

事業者が開催するサービス担当者会議（介護支援専門員（第84条第

10項に規定する「介護支援専門員」をいう。）が居宅サービス計画

（法第８条第23項に規定する居宅サービス計画をいう。第18条にお

いて同じ。）の作成のために居宅サービス計画の原案に位置付けた

指定居宅サービス等の担当者を招集して行う会議をいう。以下この

章及び第69条において同じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、

その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの

利用状況等の把握に努めなければならない。 

第16条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、計画作成責任

者による利用者の面接によるほか、利用者に係る指定居宅介護支援

事業者が開催するサービス担当者会議（介護支援専門員（第84条第

10項に規定する「介護支援専門員」をいう。）が居宅サービス計画

（法第８条第23項に規定する居宅サービス計画をいう。第18条にお

いて同じ。）の作成のために居宅サービス計画の原案に位置付けた

指定居宅サービス等（法第８条第23項に規定する指定居宅サービス

等という。以下同じ。）の担当者を招集して行う会議をいう。以下

この章及び第69条において同じ。）等を通じて、利用者の心身の状

況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービ

スの利用状況等の把握に努めなければならない。 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本取扱方針） （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本取扱方針） 

第25条 （略）  第25条 （略）  

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、自らその提供

する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の質の評価を行い、そ

れらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、自らその提供

する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の質の評価を行うとと

もに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表

し、常にその改善を図らなければならない。 



（緊急時等の対応） （緊急時等の対応） 

第31条 （略）  第31条 （略）  

２ 前項の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者が看護職員であ

る場合にあっては、必要に応じて臨時応急の手当てを行わなければ

ならない。 

２ 前項の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者が看護職員であ

る場合にあっては、必要に応じて臨時応急の手当を行わなければな

らない。 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第34条 （略）  第34条 （略）  

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに、当該指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者によって指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供しな

ければならない。ただし、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所が、適切に指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用者

に提供する体制を構築しており、他の指定訪問介護事業所、指定夜

間対応型訪問介護事業所又は指定訪問看護事業所（以下この項にお

いて「指定訪問介護事業所等」という。）との密接な連携を図るこ

とにより当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の効果

的な運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支

障がないときは、市長が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内に

おいて、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業の一部を、当該

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに、当該指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者によって指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供しな

ければならない。ただし、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所が、適切に指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用者

に提供する体制を構築しており、他の指定訪問介護事業所又は指定

夜間対応型訪問介護事業所（以下この項において「指定訪問介護事

業所等」という。）との密接な連携を図ることにより当該指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の効果的な運営を期待するこ

とができる場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、市長

が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内において、定期巡回サー

ビス、随時対応サービス又は随時訪問サービスの事業の一部を、当



他の指定訪問介護事業所等との契約に基づき、当該指定訪問介護事

業所等の従業者に行わせることができる。 

該他の指定訪問介護事業所等との契約に基づき、当該指定訪問介護

事業所等の従業者に行わせることができる。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

（適用除外） （適用除外） 

第45条 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護（指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護のうち法第８条第15項第２号に該当す

るものをいう。次条において同じ。）の事業を行う者（以下「連携

型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者」という。）が当

該事業を行う事業所（以下「連携型指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所」という。）ごとに置くべき定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者の職種及び員数については、第８条第１項第４

号、第９項、第10項及び第12項の規定は、適用しない。 

第45条 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護（指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護のうち法第８条第15項第２号に該当す

るものをいう。次条において同じ。）の事業を行う者（以下「連携

型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者」という。）が当

該事業を行う事業所（以下「連携型指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所」という。）ごとに置くべき定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者の職種及び員数については、第８条第１項第４

号、第９項、第10項及び第12項の規定は適用しない。 

２ 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者について

は、第27条、第28条第４項（同条第９項において準用する場合を含

む。）、第５項（同条第９項において準用する場合を含む。）及び

第10項から第12項まで並びに前条第２項第３号及び第４号の規定

は、適用しない。 

２ 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者について

は、第27条、第28条第４項（同条第９項において準用する場合を含

む。）、第５項（同条第９項において準用する場合を含む。）及び

第10項から第12項まで並びに前条第２項第３号及び第４号の規定は

適用しない。 

（訪問介護員等の員数） （訪問介護員等の員数） 

第49条 指定夜間対応型訪問介護の事業を行う者（以下「指定夜間対

応型訪問介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

第49条 指定夜間対応型訪問介護の事業を行う者（以下「指定夜間対

応型訪問介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下



「指定夜間対応型訪問介護事業所」という。）ごとに置くべき従業

者（以下「夜間対応型訪問介護従業者」という。）の職種は、次の

各号に掲げるものとし、その職種ごとの員数は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。ただし、前条第２項ただし書の規定に基づ

きオペレーションセンターを設置しない場合においては、オペレー

ションセンター従業者を置かないことができる。 

「指定夜間対応型訪問介護事業所」という。）ごとに置くべき従業

者（以下「夜間対応型訪問介護従業者」という。）の職種は、次の

各号に掲げるものとし、その職種ごとの員数は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。ただし、前条第２項ただし書の規定に基づ

きオペレーションセンターを設置しない場合においては、オペレー

ションセンター従業者を置かないことができる。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 随時訪問サービスを行う訪問介護員等 指定夜間対応型訪問

介護を提供する時間帯を通じて専ら随時訪問サービスの提供に当

たる訪問介護員等が１以上確保されるために必要な数以上 

(３) 随時訪問サービスを行う訪問介護員等 随時訪問サービスを

行う訪問介護員等の員数は、指定夜間対応型訪問介護を提供する

時間帯を通じて専ら随時訪問サービスの提供に当たる訪問介護員

等が１以上確保されるために必要な数以上 

２ 利用者の処遇に支障がない場合は、前項第１号及び第３号の規定

にかかわらず、同項第１号のオペレーターは当該指定夜間対応型訪

問介護事業所の定期巡回サービス、同一敷地内の指定訪問介護事業

所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護事業所の業務又は利

用者以外の者からの通報を受け付ける業務に、同項第３号の随時訪

問サービスを行う訪問介護職員等は当該指定夜間対応型訪問介護事

業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事業所

若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の業務に従

事することができる。 

２ 利用者の処遇に支障がない場合は、前項第１号及び第３号の規定

にかかわらず、同項第１号のオペレーターは、当該指定夜間対応型

訪問介護事業所の定期巡回サービス、同一敷地内の指定訪問介護事

業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護事業所の業務又は

利用者以外の者からの通報を受け付ける業務に、同項第３号の随時

訪問サービスを行う訪問介護職員等は、当該指定夜間対応型訪問介

護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事

業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の業務

に従事することができる。 

３ （略） ３ （略） 

（夜間対応型訪問介護計画の作成） （夜間対応型訪問介護計画の作成） 



第54条 （略）  第54条 （略）  

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ オペレーションセンター従業者は、夜間対応型訪問介護計画の作

成（この項の規定による夜間対応型訪問介護計画の変更を含む。）

後、当該夜間対応型訪問介護計画の実施状況の把握を行い、必要に

応じて当該夜間対応型訪問介護計画の変更を行うものとする。 

５ オペレーションセンター従業者は、夜間対応型訪問介護計画の作

成（この項の規程による夜間対応型訪問介護計画の変更を含む。）

後、当該夜間対応型訪問介護計画の実施状況の把握を行い、必要に

応じて当該夜間対応型訪問介護計画の変更を行うものとする。 

６ （略） ６ （略） 

第62条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型通所介護

（以下「指定認知症対応型通所介護」という。）の事業は、要介護

状態となった場合においても、認知症（法第５条の２に規定する認

知症をいう。以下同じ。）である利用者（認知症の原因となる疾患

が急性の状態にある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅

において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるよう生活機能の維持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世

話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及

び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の

軽減を図るものでなければならない。 

第62条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型通所介護

（以下「指定認知症対応型通所介護」という。）の事業は、要介護

状態となった場合においても、認知症（法第５条の２に規定する認

知症をいう。以下同じ。）である利用者（認知症の原因となる疾患

が急性の状態にある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅

において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるよう、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことによ

り、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用

者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければなら

ない。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第63条 単独型指定認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等

（特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20

第63条 単独型指定認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等

（特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20



条の５に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。）、同法

第20条の４に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保

健施設、社会福祉施設又は特定施設をいう。以下この項において同

じ。）に併設されていない事業所において行われる指定認知症対応

型通所介護をいう。以下同じ。）の事業を行う者及び併設型指定認

知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等に併設されている事業

所において行われる指定認知症対応型通所介護をいう。以下同

じ。）の事業を行う者（以下「単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所」という。）ごとに置

くべき従業者の職種は、次の各号に掲げるものとし、その職種ごと

の員数は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

条の５に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。）、同法

第20条の４に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保

健施設、社会福祉施設又は特定施設をいう。以下この項において同

じ。）に併設されていない事業所において行われる指定認知症対応

型通所介護をいう。以下同じ。）の事業を行う者及び併設型指定認

知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等に併設されている事業

所において行われる指定認知症対応型通所介護をいう。以下同

じ。）の事業を行う者（以下「単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所」という。）ごとに置

くべき従業者の職種は次の各号に掲げるものとし、その職種ごとの

員数は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、

かつ、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合については、指定地域密着型

介護予防サービス基準条例第６条第１項から第６項までに規定する

人員に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を

満たしているものとみなすことができる。 

７ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、

かつ、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合については、指定地域密着型

介護予防サービス基準条例第７条第１項から第６項までに規定する

人員に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を

満たしているものとみなすことができる。 



（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第65条 （略）  第65条 （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

事業者が第１項の設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）

には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に当該単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者に係る指定を行った

市長に届け出るものとする。 

５ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、

かつ、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合については、指定地域密着型

介護予防サービス基準条例第８条第１項から第３項までに規定する

設備に関する基準を満たすことをもって、第１項から第３項までに

規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

４ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、

かつ、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合については、指定地域密着型

介護予防サービス基準条例第８条第１項から第３項までに規定する

設備に関する基準を満たすことをもって、前３項に規定する基準を

満たしているものとみなすことができる。 

（利用定員等） （利用定員等） 

第67条 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当該共

用型指定認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定認

知症対応型通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限

第67条 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当該共

用型指定認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定認

知症対応型通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限



をいう。）は、指定認知症対応型共同生活介護事業所又は指定介護

予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住居ごと

に、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設

においては施設ごとに１日当たり３人以下とする。 

をいう。）は、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定介護予

防認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設又は

指定地域密着型介護老人福祉施設ごとに１日当たり３人以下とす

る。 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス、

指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、指定介護予防サービ

ス、指定地域密着型介護予防サービス若しくは指定介護予防支援の

事業又は介護保険施設若しくは指定介護療養型医療施設の運営（第

84条第７項において「指定居宅サービス事業等」という。）につい

て３年以上の経験を有する者でなければならない。 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス

（法第41条第１項に規定する指定居宅サービスをいう。）、指定地

域密着型サービス、指定居宅介護支援（法第46条第１項に規定する

指定居宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法第53条第

１項に規定する指定介護予防サービスをいう。）、指定地域密着型

介護予防サービス（法第54条の２第１項に規定する指定地域密着型

介護予防サービスをいう。）若しくは指定介護予防支援（法第58条

第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又は介護保険

施設若しくは指定介護療養型医療施設の運営（第84条第７項におい

て「指定居宅サービス事業等」という。）について３年以上の経験

を有する者でなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第80条の２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指

定認知症対応型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市、

当該利用者の家族、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業所等に

連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故

に際して採った処置について記録しなければならない。 



３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症

対応型通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損

害賠償を速やかに行わなければならない。 

４ 指定認知症対応型通所介護事業者は、第65条第４項の単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が

発生した場合は、前３項の規定に準じた必要な措置を講じなければ

ならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第81条 （略）  第81条 （略）  

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症

対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供

の完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症

対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供

の完結の日から５年間保存しなければならない。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(５) 前条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処

置についての記録 

(５) 次条において準用する第42条第２項に規定する事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

（準用） （準用） 

第82条 第11条から第15条まで、第17条から第20条まで、第22条、第

24条、第30条、第36条から第40条まで、第43条及び第55条の規定

は、指定認知症対応型通所介護の事業について準用する。この場合

第82条 第11条から第15条まで、第17条から第20条まで、第22条、第

24条、第30条、第36条から第40条まで、第42条、第43条及び第55条

の規定は、指定認知症対応型通所介護の事業について準用する。こ



において、第11条第１項中「第33条に規定する運営規程」とあるの

は「第75条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知症対応型通所介護

従業者」と、第36条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」と読み替えるもの

とする。 

の場合において、第11条第１項中「第33条に規定する運営規程」と

あるのは「第75条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知症対応型通

所介護従業者」と、第36条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者」とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」と読み替える

ものとする。 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第84条 指定小規模多機能型居宅介護の事業を行う者（以下「指定小

規模多機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所」という。）ごとに置

くべき指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者（以下

「小規模多機能型居宅介護従業者」という。）の員数は、夜間及び

深夜の時間帯以外の時間帯に指定小規模多機能型居宅介護の提供に

当たる小規模多機能型居宅介護従業者については、常勤換算方法

で、通いサービス（登録者（指定小規模多機能型居宅介護を利用す

るために指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受けた者をい

う。以下この章において同じ。）を指定小規模多機能型居宅介護事

業所に通わせて行う小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章に

おいて同じ。）の提供に当たる者をその利用者（当該指定小規模多

機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第45条第１項に規定

する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下この

章において同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機能

第84条 指定小規模多機能型居宅介護の事業を行う者（以下「指定小

規模多機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所」という。）ごとに置

くべき指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者（以下

「小規模多機能型居宅介護従業者」という。）の員数は、夜間及び

深夜の時間帯以外の時間帯に指定小規模多機能型居宅介護の提供に

当たる小規模多機能型居宅介護従業者については、常勤換算方法

で、通いサービス（登録者（指定小規模多機能型居宅介護を利用す

るために指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受けた者をい

う。以下この章において同じ。）を指定小規模多機能型居宅介護事

業所に通わせて行う小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章に

おいて同じ。）の提供に当たる者をその利用者（当該指定小規模多

機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第45条第１項に規定

する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下この

章において同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機能



型居宅介護の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地

域密着型介護予防サービス基準条例第44条に規定する指定介護予防

小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章において同じ。）の事

業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあって

は、当該事業所における指定小規模多機能型居宅介護又は指定介護

予防小規模多機能型居宅介護の利用者。以下この節及び次節におい

て同じ。）の数が３又はその端数を増すごとに１以上及び訪問サー

ビス（小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当

該居宅において行う小規模多機能型居宅介護（第７項に規定する本

体事業所である指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該

本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定小規模多機能型居

宅介護を、同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所にあっては当該サテライト型指定小規模多機能型居宅介護

事業所に係る同項に規定する本体事業所及び当該本体事業所に係る

他の同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業

所の登録者の居宅において行う指定小規模多機能型居宅介護を含

む。）をいう。以下この章において同じ。）の提供に当たる者を１

以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定小規模多機能型居宅

介護の提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者については、夜

間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤

務を除く。）をいう。第５項において同じ。）に当たる者を１以上

及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上とする。 

型居宅介護の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地

域密着型介護予防サービス基準条例第45条に規定する指定介護予防

小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章において同じ。）の事

業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあって

は、当該事業所における指定小規模多機能型居宅介護又は指定介護

予防小規模多機能型居宅介護の利用者。以下この節及び次節におい

て同じ。）の数が３又はその端数を増すごとに１以上及び訪問サー

ビス（小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当

該居宅において行う小規模多機能型居宅介護（第７項に規定する本

体事業所である指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該

本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定小規模多機能型居

宅介護を、同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所にあっては当該サテライト型指定小規模多機能型居宅介護

事業所に係る同項に規定する本体事業所及び当該本体事業所に係る

他の同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業

所の登録者の居宅において行う指定小規模多機能型居宅介護を含

む。）をいう。以下この章において同じ。）の提供に当たる者を１

以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定小規模多機能型居宅

介護の提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者については、夜

間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤

務を除く。）をいう。第５項において同じ。）に当たる者を１以上

及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上とする。 

２～５ （略） ２～５ （略） 



６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関す

る基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の

中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いてい

るときは、同表の右欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護従業者

は、同表の中欄に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

６ 指定小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに掲げ

る施設等が併設されている場合において、前各項に定める人員に関

する基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、当該

各号に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いてい

るときは、当該小規模多機能型居宅介護従業者は、当該各号に掲げ

る施設等の業務に従事することができる。 

当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施設

等のいずれかが併設

されている場合 

指定認知症対応型共

同生活介護事業所、

指定地域密着型特定

施設、指定地域密着

型介護老人福祉施設

又は指定介護療養型

医療施設（医療法

（昭和23年法律第205

号）第７条第２項第

４号に規定する療養

病床を有する診療所

で あ る も の に 限

る。） 

介護職員 

当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

の同一敷地内に掲げ

る施設等のいずれか

がある場合 

前項中欄に掲げる施

設等、指定居宅サー

ビスの事業を行う事

業所、指定定期巡

回・随時対応型訪問

看護師又は准看護師 



介護看護事業所、指

定認知症対応型通所

介護事業所、指定介

護老人福祉施設又は

介護老人保健施設 

 (１) 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

 (２) 指定地域密着型特定施設 

 (３) 指定地域密着型介護老人福祉施設 

 (４) 指定介護療養型医療施設（医療法（昭和23年法律第205号）

第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるも

のに限る。） 

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所（指定小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定

居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業につい

て３年以上の経験を有する指定小規模多機能型居宅介護事業者又は

指定看護小規模多機能型居宅介護事業者により設置される当該指定

小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定小規模多機能型居宅介護

事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所に対して指定小規模多機能型居宅

介護の提供に係る支援を行うもの（以下「本体事業所」という。）

との密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）に置く

べき訪問サービスの提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者に

ついては、本体事業所の職員により当該サテライト型指定小規模多

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所（指定小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定

居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業につい

て３年以上の経験を有する指定小規模多機能型居宅介護事業者又は

指定複合型サービス事業者により設置される当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所以外の指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指

定複合型サービス事業所であって当該指定小規模多機能型居宅介護

事業所に対して指定小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行

うもの（以下「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営

されるものをいう。以下同じ。）に置くべき訪問サービスの提供に

当たる小規模多機能型居宅介護従業者については、本体事業所の職

員により当該サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登



機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められ

るときは、１人以上とすることができる。 

録者の処遇が適切に行われると認められるときは、１人以上とする

ことができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業

所において宿直勤務を行う小規模多機能型居宅介護従業者又は看護

小規模多機能型居宅介護従業者（第193条第１項に規定する看護小

規模多機能型居宅介護従業者をいう。）により当該サテライト型指

定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われる

と認められるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を行

う小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業

所において宿直勤務を行う小規模多機能型居宅介護従業者又は複合

型サービス従業者（第193条第１項に規定する複合型サービス従業

者をいう。）により当該サテライト型指定小規模多機能型居宅介護

事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、夜間

及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う小規模多機能型居宅介護

従業者を置かないことができる。 

９ （略） ９ （略） 

10 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る居宅サービ

ス計画及び小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護

支援専門員を置かなければならない。ただし、当該介護支援専門員

は、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所の他の業務に従事し、又は当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所に併設する第６項の表当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の

項中欄に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

10 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る居宅サービ

ス計画及び小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護

支援専門員を置かなければならない。ただし、当該介護支援専門員

は、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所の他の業務に従事し、又は当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所に併設する第６項各号に掲げる施設等の業務に従事す

ることができる。 

11～13 （略） 11～13 （略） 

（管理者） （管理者） 



第85条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型

居宅介護事業所ごとに専らその業務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

の他の業務に従事し、又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

に併設する前条第６項の表当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項中欄に

掲げる施設等の業務、同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所の業務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者

又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行っ

ている場合には、これらの事業に係る業務を含む。）若しくは法第

115条の45第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同

項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業を除く。）に従事す

ることができる。 

第85条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型

居宅介護事業所ごとに専らその業務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

の他の業務に従事し、又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

に併設する前条第６項各号に掲げる施設等の業務若しくは同一敷地

内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の業務（当該指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪

問介護事業者、指定訪問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定

を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業

に係る業務を含む。）に従事することができる。 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセン

ター（老人福祉法第20条の２の２に規定する老人デイサービスセン

ターをいう。以下同じ。）、介護老人保健施設、指定小規模多機能

型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複

合型サービス事業所（第195条に規定する指定複合型サービス事業

所をいう。次条において同じ。）等の従業者又は訪問介護員等（介

護福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。次

条、第113条第２項、第114条、第194条第２項及び第195条において

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセン

ター（老人福祉法第20条の２の２に規定する老人デイサービスセン

ターをいう。以下同じ。）、介護老人保健施設、指定小規模多機能

型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複

合型サービス事業所等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は

法第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。次条、第113条

第２項、第114条、第194条第２項及び第195条において同じ。）と

して３年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であ



同じ。）として３年以上認知症である者の介護に従事した経験を有

する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているも

のでなければならない。 

って、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなけれ

ばならない。 

（登録定員及び利用定員） （登録定員及び利用定員） 

第87条 指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員（登録者の数

（当該指定小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機

能型居宅介護の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業

とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあって

は、登録者の数及び指定地域密着型介護予防サービス基準条例第45

条第１項に規定する登録者の数の合計数）の上限をいう。以下この

章において同じ。）は、29人（サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所にあっては、18人）以下とする。 

第87条 指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員（登録者の数

（当該指定小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機

能型居宅介護の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業

とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあって

は、登録者の数及び指定地域密着型介護予防サービス基準条例第45

条第１項に規定する登録者の数の合計数）の上限をいう。以下この

章において同じ。）は、25人（サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所にあっては、18人）以下とする。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業所は、次の各号に掲げるサービ

スの利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所におけるサ

ービスごとの１日当たりの利用者の数の上限をいう。以下この章に

おいて同じ。）を、当該各号に定める範囲内において定めるものと

する。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業所は、次の各号に掲げるサービ

スの利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所におけるサ

ービスごとの１日当たりの利用者の数の上限をいう。以下この章に

おいて同じ。）を、当該各号に定める範囲内において定めるものと

する。 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人（登録定員が25

人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録

定員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライト型指定小規

模多機能型居宅介護事業所にあっては、12人）まで 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人（サテライト型

指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、12人）まで 



登録定員 利用定員 

26人又は27人 16人 

28人 17人 

29人 18人 

(２) （略） (２) （略） 

（指定小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） （指定小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） 

第93条 （略）  第93条 （略）  

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定小

規模多機能型居宅介護の質の評価を行い、それらの結果を公表し、

常にその改善を図らなければならない。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定小

規模多機能型居宅介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の

者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図

らなければならない。 

（居住機能を担う併設施設等への入居） （居住機能を担う併設施設等への入居） 

第108条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限り、利用

者がその居宅において生活を継続できるよう支援することを前提と

しつつ、利用者が第84条第６項に掲げる施設等その他の施設へ入所

等を希望した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行えるよう、

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

第108条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限り、利用

者がその居宅において生活を継続できるよう支援することを前提と

しつつ、利用者が第84条第６項各号に掲げる施設等その他の施設へ

入所等を希望した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行えるよ

う、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

第111条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型共同生活 第111条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型共同生活



介護（以下「指定認知症対応型共同生活介護」という。）の事業

は、要介護者であって認知症であるものについて、共同生活住居に

おいて、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、

食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことに

より、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるようにするものでなければならない。 

介護（以下「指定認知症対応型共同生活介護」という。）の事業

は、要介護者であって認知症であるものについて、共同生活住居

（法第８条第19項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下

同じ。）において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入

浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練

を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことができるようにするものでなければならない。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第112条 （略）  第112条 （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業所に、指定小規模多機能型居

宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設さ

れている場合において、前３項に定める員数を満たす介護従業者を

置くほか、第84条に定める指定小規模多機能型居宅介護事業所の人

員に関する基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置いてい

るとき又は第193条に定める指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の人員に関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅介護従業者

を置いているときは、当該介護従業者は、当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の業務

に従事することができる。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業所に、指定小規模多機能型居

宅介護事業所又は指定複合型サービス事業所が併設されている場合

において、前３項に定める員数を満たす介護従業者を置くほか、第

84条に定める指定小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関する基

準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置いているとき又は第

193条に定める指定複合型サービス事業所の人員に関する基準を満

たす複合型サービス従業者を置いているときは、当該介護従業者

は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定複合型サービ

ス事業所の業務に従事することができる。 

５・６ （略） ５・６ （略） 



７ 第５項の計画作成担当者のうち１以上の者は、介護支援専門員を

もって充てなければならない。ただし、併設する指定小規模多機能

型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の介

護支援専門員との連携を図ることにより当該指定認知症対応型共同

生活介護事業所の効果的な運営を期待することができる場合であっ

て、利用者の処遇に支障がないときは、これを置かないことができ

る。 

７ 第５項の計画作成担当者のうち１以上の者は、介護支援専門員を

もって充てなければならない。ただし、併設する指定小規模多機能

型居宅介護事業所又は指定複合型サービス事業所の介護支援専門員

との連携を図ることにより当該指定認知症対応型共同生活介護事業

所の効果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の

処遇に支障がないときは、これを置かないことができる。 

８～10 （略） ８～10 （略） 

（管理者） （管理者） 

第113条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ご

とに専らその業務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生

活住居の他の業務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施

設等若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の業務に従事することがで

きる。 

第113条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ご

とに専らその業務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生

活住居の他の業務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施

設等若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは

指定複合型サービス事業所の業務に従事することができる。 

２ （略） ２ （略） 

第115条 指定認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活住居を

有するものとし、その数は１又は２とする。ただし、指定認知症対

応型共同生活介護の事業に係る用地の確保が困難であることその他

地域の実情により指定認知症対応型共同生活介護の事業の効率的運

第115条 指定認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活住居を

有するものとし、その数は１又は２とする。 



営が困難であることが認められる場合は、１の事業所における共同

生活における共同生活住居の数を３とすることができる。 

２～７ （略） ２～７ （略） 

（管理者による管理） （管理者による管理） 

第123条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅

サービス、指定地域密着型サービス、指定介護予防サービス若しく

は指定地域密着型サービスの事業を行う事業所、病院、診療所又は

社会福祉施設を管理する者であってはならない。ただし、これらの

事業所、施設等が同一敷地内にあること等により当該共同生活住居

の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

第123条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅

サービス、指定地域密着型サービス、指定介護予防サービス若しく

は地域密着型介護予防サービスの事業を行う事業所、病院、診療所

又は社会福祉施設を管理する者であってはならない。ただし、これ

らの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により当該共同生活

住居の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

第131条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型特定施設入

居者生活介護（以下「指定地域密着型特定施設入居者生活介護」と

いう。）の事業は、地域密着型特定施設サービス計画に基づき、入

浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練及

び療養上の世話を行うことにより、当該指定地域密着型特定施設入

居者生活介護の提供を受ける入居者（以下この章において「利用

者」という。）が指定地域密着型特定施設（同項に規定する地域密

着型特定施設であって、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介

護の事業が行われるものをいう。以下同じ。）においてその有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするもので

なければならない。 

第131条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型特定施設入

居者生活介護（以下「指定地域密着型特定施設入居者生活介護」と

いう。）の事業は、地域密着型特定施設サービス計画（法第８条第

20項に規定する計画をいう。以下同じ。）に基づき、入浴、排せ

つ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上

の世話を行うことにより、当該指定地域密着型特定施設入居者生活

介護の提供を受ける入居者（以下この章において「利用者」とい

う。）が指定地域密着型特定施設（同項に規定する地域密着型特定

施設であって、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業

が行われるものをいう。以下同じ。）においてその有する能力に応

じ自立した日常生活を営むことができるようにするものでなければ



ならない。 

２ （略） ２ （略） 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第132条 （略）  第132条 （略）  

２～８ （略） ２～８ （略） 

９ 指定地域密着型特定施設に指定小規模多機能型居宅介護事業所又

は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設されている場合に

おいては、当該指定地域密着型特定施設の員数を満たす従業者を置

くほか、第84条に定める指定小規模多機能型居宅介護事業者の人員

に関する基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置いている

とき又は第193条に定める指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

の人員に関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅介護従業者を

置いているときは、当該指定地域密着型特定施設の従業者は、当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所の業務に従事することができる。 

９ 指定地域密着型特定施設に指定小規模多機能型居宅介護事業所又

は指定複合型サービス事業所が併設されている場合においては、当

該指定地域密着型特定施設の員数を満たす従業者を置くほか、第84

条に定める指定小規模多機能型居宅介護事業者の人員に関する基準

を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置いているとき又は第

193条に定める指定複合型サービス事業所の人員に関する基準を満

たす複合型サービス従業者を置いているときは、当該指定地域密着

型特定施設の従業者は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所又

は指定複合型サービス事業所の業務に従事することができる。 

10 指定地域密着型特定施設の計画作成担当者については、併設され

る指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所の介護支援専門員により当該指定地域密着型特定施

設の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置

かないことができる。 

10 指定地域密着型特定施設の計画作成担当者については、併設され

る指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定複合型サービス事業

所の介護支援専門員により当該指定地域密着型特定施設の利用者の

処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことが

できる。 



（管理者） （管理者） 

第133条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地

域密着型特定施設ごとに専らその業務に従事する管理者を置かなけ

ればならない。ただし、指定地域密着型特定施設の管理上支障がな

い場合は、当該指定地域密着型特定施設における他の業務に従事

し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等、本体施設の業務

（本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての業務を除

く。）若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の業務に従事することができ

る。 

第133条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地

域密着型特定施設ごとに専らその業務に従事する管理者を置かなけ

ればならない。ただし、指定地域密着型特定施設の管理上支障がな

い場合は、当該指定地域密着型特定施設における他の業務に従事

し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等、本体施設の業務

（本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての業務を除

く。）若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指

定複合型サービス事業所の業務に従事することができる。 

 （法定代理受領サービスを受けるための利用者の同意） 

第137条 削除 第137条 老人福祉法第29条第１項に規定する有料老人ホームである

指定地域密着型特定施設において指定地域密着型特定施設入居者生

活介護（利用期間を定めて行うものを除く。以下この条において同

じ。）を提供する指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者

は、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護を法定代理受領サ

ービスとして提供する場合は、利用者の同意がその条件であること

を当該利用者に説明し、その意思を確認しなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第150条 （略）  第150条 （略）  



２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対す

る指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、当該提供の完結の日から５年間保存しなければな

らない。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対す

る指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、当該提供の完結の日から５年間保存しなければな

らない。 

(１)～(８) （略） (１)～(８) （略） 

(９) 入居者である居宅要介護被保険者に代わり地域密着型介護サ

ービス費の支払を受けることについて当該居宅要介護被保険者の

同意を得た旨及び当該居宅要介護被保険者の氏名等が記載された

書類 

第152条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護（以下「指定地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護」という。）の事業を行う地域密着型介護老人福祉施

設（以下「指定地域密着型介護老人福祉施設」という。）は、地域

密着型施設サービス計画に基づき、可能な限り、居宅における生活

への復帰を念頭に置いて、入浴、排せつ、食事等の介護、相談及び

援助、社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、機能訓

練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、入所者がその有

する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするこ

とを目指すものでなければならない。 

第152条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護（以下「指定地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護」という。）の事業を行う地域密着型介護老人福祉施

設（以下「指定地域密着型介護老人福祉施設」という。）は、地域

密着型施設サービス計画（法第８条第21項に規定する地域密着型施

設サービス計画をいう。以下同じ。）に基づき、可能な限り、居宅

における生活への復帰を念頭に置いて、入浴、排せつ、食事等の介

護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の

世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、入

所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができる

ようにすることを目指すものでなければならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 



（従業者の員数） （従業者の員数） 

第153条 （略）  第153条 （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型居住施設（当該施設を

設置しようとする者により設置される当該施設以外の指定介護老人

福祉施設、指定地域密着型介護老人福祉施設（サテライト型居住施

設である指定地域密着型介護老人福祉施設を除く。以下第８項第１

号及び第17項、第154条第１項第６号並びに第182条第１項第３号に

おいて同じ。）、介護老人保健施設又は病院若しくは診療所であっ

て当該施設に対する支援機能を有するもの（以下この章において

「本体施設」という。）との密接な連携を確保しつつ、本体施設と

は別の場所で運営される指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。

以下同じ。）の医師については、本体施設の医師により当該サテラ

イト型居住施設の入所者の健康管理が適切に行われると認められる

ときは、これを置かないことができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型居住施設（当該施設を

設置しようとする者により設置される当該施設以外の指定介護老人

福祉施設、介護老人保健施設又は病院若しくは診療所であって当該

施設に対する支援機能を有するもの（以下この章において「本体施

設」という。）との密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場

所で運営される指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。以下同

じ。）の医師については、本体施設の医師により当該サテライト型

居住施設の入所者の健康管理が適切に行われると認められるとき

は、これを置かないことができる。 

５～７ （略） ５～７ （略） 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型居住施設の生活相談

員、栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専門員については、次に

掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める職員により当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が

適切に行われると認められるときは、これを置かないことができ

る。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型居住施設の生活相談

員、栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専門員については、次に

掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める職員により当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が

適切に行われると認められるときは、これを置かないことができ

る。 



(１) 指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設

栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専門員 

(１) 指定介護老人福祉施設 栄養士、機能訓練指導員又は介護支

援専門員 

(２)・(３) （略） (２)・(３) （略） 

９～11 （略） ９～11 （略） 

12 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定短期入所生活介護事業所

又は指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指

定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防

サービス等基準」という。）第129条第１項に規定する指定介護予

防短期入所生活介護事業所（以下「指定短期入所生活介護事業所

等」という。）が併設される場合においては、当該指定短期入所生

活介護事業所等の医師については、当該指定地域密着型介護老人福

祉施設の医師により当該指定短期入所生活介護事業所等の利用者の

健康管理が適切に行われると認められるときは、これを置かないこ

とができる。 

12 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定短期入所生活介護事業所

又は指定介護予防サービス等基準第129条第１項に規定する指定介

護予防短期入所生活介護事業所（以下「指定短期入所生活介護事業

所等」という。）が併設される場合においては、当該指定短期入所

生活介護事業所等の医師については、当該指定地域密着型介護老人

福祉施設の医師により当該指定短期入所生活介護事業所等の利用者

の健康管理が適切に行われると認められるときは、これを置かない

ことができる。 

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所（指定居

宅サービス等基準第93条第１項に規定する指定通所介護事業所をい

う。以下同じ。）、指定短期入所生活介護事業所等又は併設型指定

認知症対応型通所介護の事業を行う事業所若しくは指定地域密着型

介護予防サービス基準条例第７条第１項に規定する併設型指定介護

予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場合に

おいては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士又は機能訓

練指導員については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所（指定居

宅サービス等基準第93条第１項に規定する指定通所介護事業所をい

う。以下同じ。）若しくは指定介護予防サービス等基準第97条第１

項に規定する指定介護予防通所介護事業所、指定短期入所生活介護

事業所等又は併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所

若しくは指定地域密着型介護予防サービス基準第７条第１項に規定

する併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所

が併設される場合においては、当該併設される事業所の生活相談



相談員、栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所の利用者の処

遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことがで

きる。 

員、栄養士又は機能訓練指導員については、当該指定地域密着型介

護老人福祉施設の生活相談員、栄養士又は機能訓練指導員により当

該事業所の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、こ

れを置かないことができる。 

14 （略） 14 （略） 

15 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介護

事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設される場

合においては、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の介護支援専

門員については、当該併設される指定小規模多機能型居宅介護事業

所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員に

より当該指定地域密着型介護老人福祉施設の利用者の処遇が適切に

行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

15 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介護

事業所又は指定複合型サービス事業所が併設される場合において

は、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の介護支援専門員につい

ては、当該併設される指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定

複合型サービス事業所の介護支援専門員により当該指定地域密着型

介護老人福祉施設の利用者の処遇が適切に行われると認められると

きは、これを置かないことができる。 

16 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介護

事業所、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所又は指定地域密着

型介護予防サービス基準条例第45条第１項に規定する指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所（以下「指定小規模多機能型居宅介

護事業所等」という。）が併設される場合においては、当該指定地

域密着型介護老人福祉施設が前各項に定める人員に関する基準を満

たす従業者を置くほか、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等

に第84条若しくは第193条又は指定地域密着型介護予防サービス基

準条例第45条に定める人員に関する基準を満たす従業者が置かれて

いるときは、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の業務に従事することがで

きる。 

16 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介護

事業所、指定複合型サービス事業所又は指定地域密着型介護予防サ

ービス基準条例第45条第１項に規定する指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所等」

という。）が併設される場合においては、当該指定地域密着型介護

老人福祉施設が前各項に定める人員に関する基準を満たす従業者を

置くほか、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に第84条若し

くは第193条又は指定地域密着型介護予防サービス基準条例第45条

に定める人員に関する基準を満たす従業者が置かれているときは、

当該指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所等の業務に従事することができる。 



17 第１項第１号の医師及び同項第６号の介護支援専門員の数は、サ

テライト型居住施設の本体施設である指定地域密着型介護老人福祉

施設であって、当該サテライト型居住施設に医師又は介護支援専門

員を置かない場合にあっては、指定地域密着型介護老人福祉施設の

入所者の数及び当該サテライト型居住施設の入所者の数の合計数を

基礎として算出しなければならない。この場合において、介護支援

専門員の数は、同号の規定に関わらず、１以上（入所者の数が100

又はその端数を増すごとに１を標準とする。）とする。 

（設備） （設備） 

第154条 指定地域密着型介護老人福祉施設に設けるべき設備は、次

の各号に掲げるものとし、その設備ごとの基準は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

第154条 指定地域密着型介護老人福祉施設に設けるべき設備は、次

の各号に掲げるものとし、その設備ごとの基準は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(６) 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とするこ

ととし、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備

えるほか、必要に応じて臨床検査に用いる設備を設けること。た

だし、本体施設が指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護

老人福祉施設であるサテライト型居住施設については医務室を必

要とせず、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を

備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設けることで足りる。 

(６) 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とするこ

ととし、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備

えるほか、必要に応じて臨床検査に用いる設備を設けること。た

だし、本体施設が指定介護老人福祉施設であるサテライト型居住

施設については医務室を必要とせず、入所者を診療するために必

要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設

備を設けることで足りる。 

(７)～(９) （略） (７)～(９) （略） 



２ （略） ２ （略） 

（介護） （介護） 

第161条 （略）  第161条 （略）  

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、褥瘡
じょくそう

が発生しないよう適

切な介護を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備し

なければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、褥瘡が発生しないよう適切

な介護を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備しな

ければならない。 

６～８ （略） ６～８ （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第178条 （略）  第178条 （略）  

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、当該提供の完結の日から５年間保存しなければならな

い。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、当該提供の完結の日から５年間保存しなければならな

い。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

(７) 次条において準用する第107条第２項に規定する報告、評

価、要望、助言等の記録 



（設備） （設備） 

第182条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の設備は、次

の各号に掲げるものとし、その設備ごとの基準は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

第182条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の設備は、次

の各号に掲げるものとし、その設備ごとの基準は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とするこ

ととし、入居者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備

えるほか、必要に応じて臨床検査に用いる設備を設けること。た

だし、本体施設が指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護

老人福祉施設であるサテライト型居住施設については医務室を必

要とせず、入居者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を

備えるほか、必要に応じて臨床検査に用いる設備を設けることで

足りる。 

(３) 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とするこ

ととし、入居者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備

えるほか、必要に応じて臨床検査に用いる設備を設けること。た

だし、本体施設が指定介護老人福祉施設であるサテライト型居住

施設については医務室を必要とせず、入居者を診療するために必

要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査に

用いる設備を設けることで足りる。 

(４)・(５) （略） (４)・(５) （略） 

２ （略） ２ （略） 

第11章 看護小規模多機能型居宅介護 第11章 複合型サービス 

第192条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（施行

規則第17条の10に規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。以

第192条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（以下

「指定複合型サービス」という。）の事業は、指定居宅サービス等



下この章において「指定看護小規模多機能型居宅介護」という。）

の事業は、指定居宅サービス等基準第59条に規定する訪問看護の基

本方針及び第83条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を

踏まえて行うものでなければならない。 

基準第59条に規定する訪問看護の基本方針及び第83条に規定する小

規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて行うものでなければな

らない。 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第193条 指定看護小規模多機能型居宅介護の事業を行う者（以下

「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業

を行う事業所（以下「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」と

いう。）ごとに置くべき指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に

当たる従業者（以下「看護小規模多機能型居宅介護従業者」とい

う。）の員数は、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定看護小

規模多機能型居宅介護の提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護

従業者については、常勤換算方法で、通いサービス（登録者（指定

看護小規模多機能型居宅介護を利用するために指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所に登録を受けた者をいう。以下同じ。）を指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所に通わせて行う指定看護小規模

多機能型居宅介護事業をいう。以下同じ。）の提供に当たる者をそ

の利用者の数が３又はその端数を増すごとに１以上及び訪問サービ

ス（看護小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、

当該居宅において行う看護小規模多機能型居宅介護（本体事業所で

ある指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該本体事

業所に係るサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所又はサ

テライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の

第193条 指定複合型サービスの事業を行う者（以下「指定複合型サ

ービス事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定複

合型サービス事業所」という。）ごとに置くべき指定複合型サービ

スの提供に当たる従業者（以下「複合型サービス従業者」とい

う。）の員数は、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定複合型

サービスの提供に当たる複合型サービス従業者については、常勤換

算方法で、通いサービス（登録者（指定複合型サービスを利用する

ために指定複合型サービス事業所に登録を受けた者をいう。以下同

じ。）を指定複合型サービス事業所に通わせて行う指定複合型サー

ビス事業をいう。以下同じ。）の提供に当たる者をその利用者の数

が３又はその端数を増すごとに１以上及び訪問サービス（複合型サ

ービス従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅において行う複合

型サービス（本体事業所である指定複合型サービス事業所にあって

は当該本体事業所に係るサテライト型指定小規模多機能型居宅介護

事業所又はサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所の登録者の居宅において行う指定複合型サービスを含む。）をい

う。以下この章において同じ。）の提供に当たる者を２以上とし、

夜間及び深夜の時間帯を通じて指定複合型サービスの提供に当たる



居宅において行う指定看護小規模多機能型居宅介護を含む。）をい

う。以下この章において同じ。）の提供に当たる者を２以上とし、

夜間及び深夜の時間帯を通じて指定看護小規模多機能型居宅介護の

提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者については、夜間

及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務

を除く。）をいう。第６項において同じ。）に当たる者を１以上及

び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上とする。 

複合型サービス従業者については、夜間及び深夜の勤務（夜間及び

深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。）をいう。第６項

において同じ。）に当たる者を１以上及び宿直勤務に当たる者を当

該宿直勤務に必要な数以上とする。 

２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の指定を受ける場合は、推定

数による。 

２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指

定複合型サービス事業所の指定を受ける場合は、推定数による。 

３ 第１項の看護小規模多機能型居宅介護従業者のうち１以上の者

は、常勤の保健師又は看護師でなければならない。 

３ 第１項の複合型サービス従業者のうち１以上の者は、常勤の保健

師又は看護師でなければならない。 

４ 第１項の看護小規模多機能型居宅介護従業者のうち、常勤換算方

法で2.5以上の者は、保健師、看護師又は准看護師（以下この章に

おいて「看護職員」という。）でなければならない。 

４ 第１項の複合型サービス従業者のうち、常勤換算方法で2.5以上

の者は、保健師、看護師又は准看護師（以下この章において「看護

職員」という。）でなければならない。 

５ （略） ５ （略） 

６ 宿泊サービス（登録者を指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

に宿泊させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護（本体事業所で

ある指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体

事業所に係るサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所又は

サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者

の心身の状況を勘案し、その処遇に支障がない場合に、当該登録者

を当該本体事業所に宿泊させて行う指定看護小規模多機能型居宅介

６ 宿泊サービス（登録者を指定複合型サービス事業所に宿泊させて

行う指定複合型サービス（本体事業所である指定複合型サービス事

業所にあっては、当該本体事業所に係るサテライト型指定小規模多

機能型居宅介護事業所又はサテライト型指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所の登録者の心身の状況を勘案し、その処遇に支障

がない場合に、当該登録者を当該本体事業所に宿泊させて行う指定

複合型サービスを含む。）をいう。以下同じ。）の利用者がいない



護を含む。）をいう。以下同じ。）の利用者がいない場合であっ

て、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを

提供するために必要な連絡体制を整備しているときは、第１項の規

定にかかわらず、夜間及び深夜の時間帯を通じて夜間及び深夜の勤

務並びに宿直勤務に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者を置

かないことができる。 

場合であって、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問

サービスを提供するために必要な連絡体制を整備しているときは、

第１項の規定にかかわらず、夜間及び深夜の時間帯を通じて夜間及

び深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる複合型サービス従業者を置か

ないことができる。 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに

掲げる施設等が併設されている場合において、前各項に定める人員

に関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅介護従業者を置くほ

か、当該各号に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を

置いているときは、当該看護小規模多機能型居宅介護従業者は、当

該各号に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

７ 指定複合型サービス事業所に次の各号のいずれかに掲げる施設等

が併設されている場合において、前各項に定める人員に関する基準

を満たす複合型サービス従業者を置くほか、当該各号に掲げる施設

等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、当該複

合型サービス従業者は、当該各号に掲げる施設等の業務に従事する

ことができる。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

８ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る居宅サ

ービス計画及び看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事

する介護支援専門員を置かなければならない。ただし、当該介護支

援専門員は、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所の他の業務に従事し、又は当該指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前項に掲げる施設等の業

務に従事することができる。 

８ 指定複合型サービス事業者は、登録者に係る居宅サービス計画及

び複合型サービス計画の作成に専ら従事する介護支援専門員を置か

なければならない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の処遇

に支障がない場合は、当該指定複合型サービス事業所の他の業務に

従事し、又は当該指定複合型サービス事業所に併設する前項に掲げ

る施設等の業務に従事することができる。 

９ （略） ９ （略） 

10 指定複合型サービス事業者（指定地域密着型サービスに該当する

複合型サービス（以下「指定複合型サービス」という。）の事業を

10 指定複合型サービス事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せて

受け、かつ、指定複合型サービスの事業と指定訪問看護の事業とが



行う者をいう。以下同じ。）が指定訪問看護事業者の指定を併せて

受け、かつ、指定看護小規模多機能型居宅介護の事業と指定訪問看

護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合

に、指定居宅サービス等基準第60条第１項第１号イに規定する人員

に関する基準を満たすとき（同条第４項の規定により同条第１項第

１号イ及び第２号に規定する基準を満たしているものとみなされて

いるとき並びに第８条第12項の規定により同条第１項第４号アに規

定する基準を満たしているものとみなされているときを除く。）

は、当該指定複合型サービス事業者は、第４項に規定する基準を満

たしているものとみなすことができる。 

同一の事業所において一体的に運営されている場合に、指定居宅サ

ービス等基準第60条第１項第１号アに規定する人員に関する基準を

満たすとき（同条第４項の規定により同条第１項第１号ア及び第２

号に規定する基準を満たしているものとみなされているとき並びに

第８条第12項の規定により同条第１項第４号アに規定する基準を満

たしているものとみなされているときを除く。）は、当該指定複合

型サービス事業者は、第４項に規定する基準を満たしているものと

みなすことができる。 

（管理者） （管理者） 

第194条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管

理者を置かなければならない。ただし、指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所の他の業務に従事し、又は同一敷地内にある他

の事業所、施設等若しくは当該指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所に併設する前条第７項各号に掲げる施設等の業務に従事するこ

とができる。 

第194条 指定複合型サービス事業者は、指定複合型サービス事業所

ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、指定複合型サービス事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定複合型サービス事業所の他の業務に従事し、又は同一

敷地内にある他の事業所、施設等若しくは当該指定複合型サービス

事業所に併設する前条第７項各号に掲げる施設等の業務に従事する

ことができる。 

２ （略） ２ （略） 

（指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の代表者） （指定複合型サービス事業者の代表者） 



第195条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別

養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、

指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介

護事業所、指定複合型サービス事業所（指定複合型サービスの事業

を行う事業所をいう。）等の従業者、訪問介護員等として認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する者若しくは保健医療サービス

若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有する者であって、

別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているもの、又は保健師若

しくは看護師でなければならない。 

第195条 指定複合型サービス事業者の代表者は、特別養護老人ホー

ム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定小規模多

機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指

定複合型サービス事業所等の従業者、訪問介護員等として認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する者若しくは保健医療サービス

若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有する者であって、

別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているもの、又は保健師若

しくは看護師でなければならない。 

（登録定員及び利用定員） （登録定員及び利用定員） 

第196条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、その登録定員

（登録者の数の上限をいう。以下この章において同じ。）を29人以

下とする。 

第196条 指定複合型サービス事業所は、その登録定員（登録者の数

の上限をいう。以下この章において同じ。）を25人以下とする。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービス及び宿泊

サービスの利用定員（当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

におけるサービスごとの１日当たりの利用者の数の上限をいう。以

下この章において同じ。）は、次の各号に掲げるサービスの区分に

応じ、当該各号に定める範囲内において定めるものとする。 

２ 指定複合型サービス事業所の通いサービス及び宿泊サービスの利

用定員（当該指定複合型サービス事業所におけるサービスごとの１

日当たりの利用者の数の上限をいう。以下この章において同じ。）

は、次の各号に掲げるサービスの区分に応じ、当該各号に定める範

囲内において定めるものとする。 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人（登録定員が25

人を超える指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、

登録定員に応じて、次の表に定める利用定員）まで 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人まで 

登録定員 利用定員 



26人又は27人 16人 

28人 17人 

29人 18人 

(２) （略） (２) （略） 

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第197条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、居間、食堂、

台所、宿泊室、浴室、消火設備その他の非常災害に対処するために

必要な設備その他指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に必要な

設備及び備品等を備えなければならない。 

第197条 指定複合型サービス事業所は、居間、食堂、台所、宿泊

室、浴室、消火設備その他の非常災害に対処するために必要な設備

その他指定複合型サービスの提供に必要な設備及び備品等を備えな

ければならない。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区分に応

じ、当該各号に定めるところによる。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区分に応

じ、当該各号に定めるところによる。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 宿泊室 次に定めるところによる。 (２) 宿泊室 次に定めるところによる。 

ア （略） ア （略） 

イ 一の宿泊室の床面積は、7.43平方メートル以上としなければ

ならない。ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が

病院又は診療所である場合であって定員が１人である宿泊室の

床面積については、6.4平方メートル以上とすることができ

る。 

イ 一の宿泊室の床面積は、7.43平方メートル以上としなければ

ならない。ただし、指定複合型サービス事業所が病院又は診療

所である場合であって定員が１人である宿泊室の床面積につい

ては、6.4平方メートル以上とすることができる。 

ウ・エ （略） ウ・エ （略） 



３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定看護小規模多機能型居宅介

護の事業の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に

対する指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に支障がない場合

は、この限りでない。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定複合型サービスの事業の用

に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定複

合型サービスの提供に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、利用者の家族との交

流の機会の確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地又は住

宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保され

る地域に立地しなければならない。 

４ 指定複合型サービス事業所は、利用者の家族との交流の機会の確

保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地又は住宅地と同程度

に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域に立地

しなければならない。 

（指定看護小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） （指定複合型サービスの基本取扱方針） 

第198条 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者の要介護状態

の軽減又は悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に

行われなければならない。 

第198条 指定複合型サービスは、利用者の要介護状態の軽減又は悪

化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなけれ

ばならない。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指

定看護小規模多機能型居宅介護の質の評価を行い、それらの結果を

公表し、常にその改善を図らなければならない。 

２ 指定複合型サービス事業者は、自らその提供する指定複合型サー

ビスの質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受

けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならな

い。 

（指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） （指定複合型サービスの具体的取扱方針） 

第199条 指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針は、次

に掲げるところによるものとする。 

第199条 指定複合型サービスの具体的取扱方針は、次に掲げるとこ

ろによるものとする。 

(１) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地 (１) 指定複合型サービスは、利用者が住み慣れた地域での生活を



域での生活を継続することができるよう、利用者の病状、心身の

状況及び希望並びにその置かれている環境を踏まえて、通いサー

ビス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせること

により、療養上の管理の下で妥当適切に行うものとする。 

継続することができるよう、利用者の病状、心身の状況及び希望

並びにその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サ

ービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、療養

上の管理の下で妥当適切に行うものとする。 

(２) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者一人一人の人格

を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で

日常生活を送ることができるよう配慮して行うものとする。 

(２) 指定複合型サービスは、利用者一人一人の人格を尊重し、利

用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生活を送

ることができるよう配慮して行うものとする。 

(３) 指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、看護

小規模多機能型居宅介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならな

いように、利用者の機能訓練及び利用者が日常生活を営むことが

できるよう必要な援助を行うものとする。 

(３) 指定複合型サービスの提供に当たっては、複合型サービス計

画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、利用者の機能訓

練及び利用者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行

うものとする。 

(４) 看護小規模多機能型居宅介護従業者は、指定看護小規模多機

能型居宅介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨と

し、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項その他サービ

スの提供の内容等について、理解しやすいように説明又は必要に

応じた指導を行うものとする。 

(４) 複合型サービス従業者は、指定複合型サービスの提供に当た

っては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対

し、療養上必要な事項その他サービスの提供の内容等について、

理解しやすいように説明又は必要に応じた指導を行うものとす

る。 

(５) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模

多機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体の拘束等を行ってはならない。 

(５) 指定複合型サービス事業者は、指定複合型サービスの提供に

当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除き、身体の拘束等を行っては

ならない。 

(６) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、前号の身体の拘

束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

(６) 指定複合型サービス事業者は、前号の身体の拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 



(７) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、通いサービスの利用者

が登録定員に比べて著しく少ない状態が続くものであってはなら

ない。 

(７) 指定複合型サービスは、通いサービスの利用者が登録定員に

比べて著しく少ない状態が続くものであってはならない。 

(８) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者が通いサ

ービスを利用していない日においては、可能な限り、訪問サービ

スの提供、電話連絡による見守り等を行う等登録者の居宅におけ

る生活を支えるために適切なサービスを提供しなければならな

い。 

(８) 指定複合型サービス事業者は、登録者が通いサービスを利用

していない日においては、可能な限り、訪問サービスの提供、電

話連絡による見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支え

るために適切なサービスを提供しなければならない。 

(９) 看護サービス（指定看護小規模多機能型居宅介護のうち、保

健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士（以下この章において「看護師等」という。）が利用者に対し

て行う療養上の世話又は必要な診療の補助であるものをいう。以

下この章において同じ。）の提供に当たっては、主治の医師との

密接な連携により、及び第201条第１項に規定する看護小規模多

機能型居宅介護計画に基づき、利用者の心身の機能の維持回復が

図られるよう妥当適切に行わなければならない。 

(９) 看護サービス（指定複合型サービスのうち、保健師、看護

師、准看護師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下こ

の章において「看護師等」という。）が利用者に対して行う療養

上の世話又は必要な診療の補助であるものをいう。以下この章に

おいて同じ。）の提供に当たっては、主治の医師との密接な連携

により、及び第201条第１項に規定する複合型サービス計画に基

づき、利用者の心身の機能の維持回復が図られるよう妥当適切に

行わなければならない。 

(10)・(11) （略） (10)・(11) （略） 

（主治の医師との関係） （主治の医師との関係） 

第200条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の常勤の保健師又

は看護師は、主治の医師の指示に基づき適切な看護サービスが提供

されるよう、必要な管理をしなければならない。 

第200条 指定複合型サービス事業所の常勤の保健師又は看護師は、

主治の医師の指示に基づき適切な看護サービスが提供されるよう、

必要な管理をしなければならない。 



２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、看護サービスの提供

の開始に際し、主治の医師による指示を文書で受けなければならな

い。 

２ 指定複合型サービス事業者は、看護サービスの提供の開始に際

し、主治の医師による指示を文書で受けなければならない。 

３ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、主治の医師に看護小

規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介護報告書

を提出し、看護サービスの提供に当たって主治の医師との密接な連

携を図らなければならない。 

３ 指定複合型サービス事業者は、主治の医師に複合型サービス計画

及び複合型サービス報告書を提出し、看護サービスの提供に当たっ

て主治の医師との密接な連携を図らなければならない。 

４ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が病院又は診療所で

ある場合にあっては、前２項の規定にかかわらず、第２項の主治の

医師の文書による指示及び前項の看護小規模多機能型居宅介護報告

書の提出は、診療記録への記載をもって代えることができる。 

４ 当該指定複合型サービス事業所が病院又は診療所である場合にあ

っては、前２項の規定にかかわらず、第２項の主治の医師の文書に

よる指示及び前項の複合型サービス報告書の提出は、診療記録への

記載をもって代えることができる。 

（看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介

護報告書の作成） 

（複合型サービス計画及び複合型サービス報告書の作成） 

第201条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、介護

支援専門員に看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に関する業務

を、看護師等（准看護師を除く。第９項において同じ。）に看護小

規模多機能型居宅介護報告書の作成に関する業務を担当させるもの

とする。 

第201条 指定複合型サービス事業所の管理者は、介護支援専門員に

複合型サービス計画の作成に関する業務を、看護師等（准看護師を

除く。第９項において同じ。）に複合型サービス報告書の作成に関

する業務を担当させるものとする。 

２ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当

たっては、看護師等と密接な連携を図りつつ行わなければならな

い。 

２ 介護支援専門員は、複合型サービス計画の作成に当たっては、看

護師等と密接な連携を図りつつ行わなければならない。 



３ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当

たっては、地域における活動への参加の機会が提供されること等に

より、利用者の多様な活動が確保されるものとなるように努めなけ

ればならない。 

３ 介護支援専門員は、複合型サービス計画の作成に当たっては、地

域における活動への参加の機会が提供されること等により、利用者

の多様な活動が確保されるものとなるように努めなければならな

い。 

４ 介護支援専門員は、利用者の心身の状況及び希望並びにその置か

れている環境を踏まえて、他の看護小規模多機能型居宅介護従業者

と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサー

ビスの内容等を記載した看護小規模多機能型居宅介護計画を作成す

るとともに、これを基本としつつ、利用者の日々の様態、希望等を

勘案し、随時適切に通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービス

を組み合わせた看護及び介護を行わなければならない。 

４ 介護支援専門員は、利用者の心身の状況及び希望並びにその置か

れている環境を踏まえて、他の複合型サービス従業者と協議の上、

援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等

を記載した複合型サービス計画を作成するとともに、これを基本と

しつつ、利用者の日々の様態、希望等を勘案し、随時適切に通いサ

ービス、訪問サービス及び宿泊サービスを組み合わせた看護及び介

護を行わなければならない。 

５ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当

たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、

利用者の同意を得なければならない。 

５ 介護支援専門員は、複合型サービス計画の作成に当たっては、そ

の内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意

を得なければならない。 

６ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画を作成した

際には、当該看護小規模多機能型居宅介護計画を利用者に交付しな

ければならない。 

６ 介護支援専門員は、複合型サービス計画を作成した際には、当該

複合型サービス計画を利用者に交付しなければならない。 

７ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成（こ

の項の規定による看護小規模多機能型居宅介護計画の変更を含

む。）後においても、常に看護小規模多機能型居宅介護計画の実施

状況及び利用者の様態の変化等の把握を行い、必要に応じて看護小

規模多機能型居宅介護計画の変更を行うものとする。 

７ 介護支援専門員は、複合型サービス計画の作成（この項の規定に

よる複合型サービス計画の変更を含む。）後においても、常に複合

型サービス計画の実施状況及び利用者の様態の変化等の把握を行

い、必要に応じて複合型サービス計画の変更を行うものとする。 

８ 前６項の規定は、前項に規定する看護小規模多機能型居宅介護計 ８ 第２項から第６項までの規定は、前項に規定する複合型サービス



画の変更について準用する。 計画の変更について準用する。 

９ 看護師等は、訪問日、提供した看護内容等を記載した看護小規模

多機能型居宅介護報告書を作成しなければならない。 

９ 看護師等は、訪問日、提供した看護内容等を記載した複合型サー

ビス報告書を作成しなければならない。 

10 前条第４項の規定は、看護小規模多機能型居宅介護報告書の作成

について準用する。 

10 前条第４項の規定は、複合型サービス報告書の作成について準用

する。 

（緊急時等の対応） （緊急時等の対応） 

第202条 看護小規模多機能型居宅介護従業者は、現に指定看護小規

模多機能型居宅介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変

が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を

行う等の必要な措置を講じなければならない。 

第202条 複合型サービス従業者は、現に指定複合型サービスの提供

を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な

場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じ

なければならない。 

２ 前項の看護小規模多機能型居宅介護従業者が看護職員である場合

にあっては、必要に応じて臨時応急の手当てを行わなければならな

い。 

２ 前項の複合型サービス従業者が看護職員である場合にあっては、

必要に応じて臨時応急の手当を行わなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第203条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、従業者、設

備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならな

い。 

第203条 指定複合型サービス事業者は、従業者、設備、備品及び会

計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定

看護小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

２ 指定複合型サービス事業者は、利用者に対する指定複合型サービ

スの提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供の完結の日か



し、当該提供の完結の日から５年間保存しなければならない。 ら５年間保存しなければならない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 看護小規模多機能型居宅介護計画 (２) 複合型サービス計画 

(３)・(４) （略） (３)・(４) （略） 

(５) 第201条第10項に規定する看護小規模多機能型居宅介護報告

書 

(５) 第201条第10項に規定する複合型サービス報告書 

(６)～(10) （略） (６)～(10) （略） 

（準用） （準用） 

第204条 第11条から第15条まで、第22条、第24条、第30条、第36条

から第40条まで、第42条、第43条、第74条、第76条、第79条、第89

条から第92条まで、第95条から第97条まで、第99条、第100条及び

第102条から第108条までの規定は、指定看護小規模多機能型居宅介

護の事業について準用する。この場合において、第11条第１項中

「第33条に規定する運営規程」とあるのは「第204条において準用

する第102条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型

居宅介護従業者」と、第36条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあり、第76条第３項中「認知症対応型通所介護従業

者」とあり、並びに第91条及び第99条中「小規模多機能型居宅介護

従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第

108条中「第84条第６項各号」とあるのは「第193条第７項各号」と

第204条 第11条から第15条まで、第22条、第24条、第30条、第36条

から第40条まで、第42条、第43条、第74条、第76条、第79条、第89

条から第92条まで、第95条から第97条まで、第99条、第100条及び

第102条から第108条までの規定は、指定複合型サービスの事業につ

いて準用する。この場合において、第11条第１項中「第33条に規定

する運営規程」とあるのは「第204条において準用する第102条に規

定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」とあるのは「複合型サービス従業者」と、第36条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあり、第76条第３

項中「認知症対応型通所介護従業者」とあり、並びに第91条及び第

99条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「複合型サー

ビス従業者」と、第108条中「第84条第６項各号」とあるのは「第

193条第７項各号」と読み替えるものとする。 



読み替えるものとする。 



（第２条関係） 

中間市指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定要件並びに指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に係る基準に関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（地域密着型介護予防サービス事業者の指定の要件） （地域密着型介護予防サービス事業者の指定の要件） 

第３条 法第115条の12第２項第１号の条例で定める者は、法人（そ

の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有するものであるか

を問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を

含む。）のいずれかに暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員に該

当する者があるもの又は同条第２号に規定する暴力団が出資、融

資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有

するものを除く。）とする。 

第３条 法第115条の12第２項第１号の条例で定める者は、法人（そ

の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有するものであるか

を問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を

含む。）のうち暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員に該当す

る者があるもの及び同条第２号に規定する暴力団が出資、融資、取

引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有するも

のを除く。）とする。 

第５条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症

対応型通所介護（以下「指定介護予防認知症対応型通所介護」とい

う。）の事業は、認知症である利用者（認知症の原因となる疾患が

急性の状態にある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅に

おいて、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生

活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維

持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すも

のでなければならない。 

第５条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症

対応型通所介護（以下「指定介護予防認知症対応型通所介護」とい

う。）の事業は、認知症（法第５条の２に規定する認知症をいう。

以下同じ。）である利用者（認知症の原因となる疾患が急性の状態

にある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅において、自

立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の支援

及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図

り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなけれ



 ばならない。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第６条 単独型指定介護予防認知症対応型通所介護（特別養護老人ホ

ーム等（特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和38年法律第133

号）第20条の５に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同

じ。）、同法第20条の４に規定する養護老人ホーム、病院、診療

所、介護老人保健施設、社会福祉施設又は特定施設をいう。以下同

じ。）に併設されていない事業所において行われる指定介護予防認

知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業を行う者及び併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等に併

設されている事業所において行われる指定介護予防認知症対応型通

所介護をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下「単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者」という。）が当該事

業を行う事業所（以下「単独型・併設型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者の職種は、次の

各号に掲げるものとし、その職種ごとの員数は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

第６条 単独型指定介護予防認知症対応型通所介護（特別養護老人ホ

ーム等（特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和38年法律第133

号）第20条の５に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同

じ。）、同法第20条の４に規定する養護老人ホーム、病院、診療

所、介護老人保健施設、社会福祉施設又は特定施設に併設されてい

ない事業所において行われる指定介護予防認知症対応型通所介護を

いう。以下同じ。）の事業を行う者及び併設型指定介護予防認知症

対応型通所介護（特別養護老人ホーム等に併設されている事業所に

おいて行われる指定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同

じ。）の事業を行う者（以下「単独型・併設型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所」とい

う。）ごとに置くべき従業者の職種は次の各号に掲げるものとし、

その職種ごとの員数は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職員」

という。）又は介護職員 単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護の単位ごとに、専ら当該単独型・併設型指定介護予

防認知症対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員が

(２) 看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職員」

という。）又は介護職員単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護の単位ごとに、専ら当該単独型・併設型指定介護予防

認知症対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員が１



１以上及び当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護を提供している時間帯に看護職員又は介護職員（いずれも専ら

当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に

当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を当該単独

型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供している時

間数で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる

数 

以上及び当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護

を提供している時間帯に看護職員又は介護職員（いずれも専ら当

該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当

たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を当該単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供している時間数

で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数 

(３) （略） (３) （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項第２号の規定にかかわらず、同号の看護職員又は介護職員

は、利用者の処遇に支障がない場合は、他の単独型・併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護の単位の看護職員又は介護職員として

従事することができる。 

３ 第１項第２号の規定にかかわらず、同項の看護職員又は介護職員

は、利用者の処遇に支障がない場合は、他の単独型・併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護の単位の看護職員又は介護職員として

従事することができる。 

４ 前３項の単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の単

位は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護であって

その提供が同時に１又は複数の利用者（当該単独型・併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業者（中間市指定地域密着型介護老人福祉施設の指

定に関する入所定員に係る基準、指定地域密着型サービス事業者の

指定要件並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に係る基準に関する条例（平成24年中間市条例第24号。以下「指

定地域密着型サービス基準条例」という。）第63条第１項に規定す

る単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。以下同

４ 前３項の単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の単

位は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護であって

その提供が同時に１又は複数の利用者（当該単独型・併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業者（中間市指定地域密着型介護老人福祉施設の指

定に関する入所定員に係る基準、指定地域密着型サービス事業者の

指定要件並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に係る基準に関する条例（平成24年条例第24号。以下「指定地域

密着型サービス基準条例」という。）第64条第１項に規定する単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。以下同じ。）



じ。）の指定を併せて受け、かつ、単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護の事業と単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護（同項第１号に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合にあっては、当該事業所における単独型・併

設型指定介護予防認知症対応型通所介護又は単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護の利用者。以下この条において同じ。）に対し

て一体的に行われるものをいい、その利用定員（当該単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において同時に単独

型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を受けること

ができる利用者の数の上限をいう。第８条第２項第１号アにおいて

同じ。）を12人以下とする。 

の指定を併せて受け、かつ、単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護の事業と単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

（同項第１号に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合にあっては、当該事業所における単独型・併設型

指定介護予防認知症対応型通所介護又は単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護の利用者。以下この条において同じ。）に対して一

体的に行われるものをいい、その利用定員（当該単独型・併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所において同時に単独型・併

設型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を受けることができ

る利用者の数の上限をいう。第８条第２項第１号アにおいて同

じ。）を12人以下とする。 

５・６ （略） ５・６ （略） 

７ 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、

かつ、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合については、指定地域密着型

サービス基準条例第63条第１項から第６項までに規定する人員に関

する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たして

いるものとみなすことができる。 

７ 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、

かつ、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合については、指定地域密着型

サービス基準条例第64条第１項から第６項までに規定する人員に関

する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たして

いるものとみなすことができる。 

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 



第８条 （略）  第８条 （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者が第１項の設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護以外のサービスを提供す

る場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供

の開始前に当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者に係る指定を行った市長に届け出るものとする。 

５ 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、

かつ、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合については、指定地域密着型

サービス基準条例第65条第１項から第３項までに規定する設備に関

する基準を満たすことをもって、第１項から第３項までに規定する

基準を満たしているものとみなすことができる。 

４ 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、

かつ、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合については、指定地域密着型

サービス基準条例第65条第１項から第３項までに規定する設備に関

する基準を満たすことをもって、前３項に規定する基準を満たして

いるものとみなすことができる。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第９条 指定認知症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型サー

ビス基準条例第112条第１項に規定する指定認知症対応型共同生活

介護事業所をいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防認知症対応

型共同生活介護事業所（第72条第１項に規定する指定介護予防認知

症対応型共同生活介護事業所をいう。次条において同じ。）の居間

第９条 指定認知症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型サー

ビス基準条例第112条第１項に規定する指定認知症対応型共同生活

介護事業所をいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防認知症対応

型共同生活介護事業所（第72条第１項に規定する指定介護予防認知

症対応型共同生活介護事業所をいう。次条において同じ。）の居間



若しくは食堂又は指定地域密着型特定施設（指定地域密着型サービ

ス基準条例第131条第１項に規定する指定地域密着型特定施設をい

う。次条及び第45条第６項において同じ。）若しくは指定地域密着

型介護老人福祉施設（指定地域密着型サービス基準条例第152条第

１項に規定する指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。次条及び

第45条第６項において同じ。）の食堂若しくは共同生活室におい

て、これらの事業所又は施設の利用者、入居者又は入所者とともに

行う指定介護予防認知症対応型通所介護（以下「共用型指定介護予

防認知症対応型通所介護」という。）の事業を行う者（以下「共用

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者」という。）が当該事

業を行う事業所（以下「共用型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業所」という。）に置くべき従業者の員数は、当該利用者、当該

入居者又は当該入所者の数と当該共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護の利用者（当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者が共用型指定認知症対応型通所介護事業者（指定地域密着型

サービス基準条例第66条第１項に規定する共用型指定認知症対応型

通所介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、

共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と共用型指定認知

症対応型通所介護（同項に規定する共用型指定認知症対応型通所介

護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合にあっては、当該事業所における共用型指定介

護予防認知症対応型通所介護又は共用型指定認知症対応型通所介護

の利用者。次条において同じ。）の数を合計した数について、第72

条又は指定地域密着型サービス基準条例第112条、第132条若しくは

第153条の規定を満たすために必要な数以上とする。 

若しくは食堂又は指定地域密着型特定施設（指定地域密着型サービ

ス基準条例第131条第１項に規定する指定地域密着型特定施設をい

う。次条及び第45条第６項第２号において同じ。）若しくは指定地

域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型サービス基準条例第

152条第１項に規定する指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。

次条及び第45条第６項第３号において同じ。）の食堂若しくは共同

生活室において、これらの事業所又は施設の利用者、入居者又は入

所者とともに行う指定介護予防認知症対応型通所介護（以下「共用

型指定介護予防認知症対応型通所介護」という。）の事業を行う者

（以下「共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所（以下「共用型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所」という。）に置くべき従業者の員数は、当

該利用者、当該入居者又は当該入所者の数と当該共用型指定介護予

防認知症対応型通所介護の利用者（当該共用型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業者が共用型指定認知症対応型通所介護事業者

（指定地域密着型サービス基準条例第66条第１項に規定する共用型

指定認知症対応型通所介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併

せて受け、かつ、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業

と共用型指定認知症対応型通所介護（同項に規定する共用型指定認

知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所にお

ける共用型指定介護予防認知症対応型通所介護又は共用型指定認知

症対応型通所介護の利用者。次条において同じ。）の数を合計した

数について、第72条又は指定地域密着型サービス基準条例第112

条、第132条若しくは第153条の規定を満たすために必要な数以上と



する。 

２ （略） ２ （略） 

（利用定員等） （利用定員等） 

第10条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定員

（当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において同

時に共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を受けること

ができる利用者の数の上限をいう。）は、指定認知症対応型共同生

活介護事業所又は指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に

おいては共同生活住居ごとに、指定地域密着型特定施設又は指定地

域密着型介護老人福祉施設においては施設ごとに１日当たり３人以

下とする。 

第10条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定員

（当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において同

時に共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を受けること

ができる利用者の数の上限をいう。）は、指定認知症対応型共同生

活介護事業所、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所、指

定地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設ごとに

１日当たり３人以下とする。 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サ

ービス、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、指定介護予

防サービス、指定地域密着型介護予防サービス若しくは指定介護予

防支援の事業又は介護保険施設若しくは指定介護療養型医療施設

（健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則

第130条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされ

た同法第26条の規定による改正前の法第48条第１項第３号に規定す

る指定介護療養型医療施設をいう。第45条第６項の表の中欄におい

て同じ。）（同条第７項において「指定居宅サービス事業等」とい

う。）の運営について３年以上の経験を有する者でなければならな

い。 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サ

ービス（法第41条第１項に規定する指定居宅サービスをいう。）、

指定地域密着型サービス（法第42条の２第１項に規定する指定地域

密着型サービスをいう。）、指定居宅介護支援（法第46条第１項に

規定する指定居宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法

第53条第１項に規定する指定介護予防サービスをいう。第17条にお

いて同じ。）、指定地域密着型介護予防サービス若しくは指定介護

予防支援（法第58条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。第

17条において同じ。）の事業又は介護保険施設（法第８条第24項に

規定する介護保険施設をいう。）若しくは指定介護療養型医療施設

（健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則



 第130条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされ

た同法第26条の規定による改正前の法第48条第１項第３号に規定す

る指定介護療養型医療施設をいう。第45条第６項第４号において同

じ。）の運営（同条第７項において「指定居宅サービス事業等」と

いう。）について３年以上の経験を有する者でなければならない。 

（受給資格等の確認） （受給資格等の確認） 

第15条 （略）  第15条 （略）  

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項の被保険者証

に法第115条の13第２項に規定する認定審査会意見が記載されてい

るときは、当該意見に配慮して、指定介護予防認知症対応型通所介

護を提供するように努めなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項の被保険者証

に、法第115条の13第２項の規定により認定審査会の意見が記載さ

れているときは、当該意見に配慮して、指定介護予防認知症対応型

通所介護を提供するように努めなければならない。 

（運営規程） （運営規程） 

第28条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防

認知症対応型通所介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営につい

ての重要事項に関する規程（以下この章において「運営規程」とい

う。）を定めておかなければならない。 

第28条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防

認知症対応型通所介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営につい

ての重要事項に関する規程（以下この章において「運営規程」とい

う。）を定めておかなければならない。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

(４) 指定介護予防認知症対応型通所介護の利用定員（第６条第４

項又は第10条第１項の利用定員をいう。第30条において同じ。） 

(４) 指定介護予防認知症対応型通所介護の利用定員（第６条第２

項又は第10条第１項の利用定員をいう。第30条において同じ。） 



(５)～(９) （略） (５)～(９) （略） 

(10) 前各号に掲げるもののほか、運営に関する重要事項 (10) その他運営に関する重要事項 

（事故発生時の対応） （事故発生時の対応） 

第38条 （略）  第38条 （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第８条第４項の単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護以外のサービスの

提供により事故が発生した場合は、前３項の規定に準じた必要な措

置を講じなければならない。 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第45条 （略）  第45条 （略）  

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関す

る基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほ

か、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の業務に従事す

ることができる。 

６ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれ

かの施設等が併設されている場合において、前各項に定める人員に

関する基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置く

ほか、当該各号に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、当該介護予防小規模多機能型居宅介護従業者

は、当該各号に掲げる施設等の業務に従事することができる。 



当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介

護事業所に中欄に掲

げる施設等のいずれ

かが併設されている

場合 

指定認知症対応型共

同生活介護事業所、

指定地域密着型特定

施設、指定地域密着

型介護老人福祉施設

又は指定介護療養型

医療施設（医療法

（昭和23年法律第205

号）第７条第２項第

４号に規定する療養

型病床を有する診療

所であるものに限

る。） 

介護職員 

当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介

護事業所の同一敷地

内に中欄に掲げる施

設等のいずれかがあ

る場合 

前項中欄に掲げる施

設等、指定居宅サー

ビスの事業を行う事

業所、指定定期巡

回・随時対応型訪問

介護看護事業所、指

定認知症対応型通所

介護事業所、指定介

護老人福祉施設又は

介護老人保健施設 

看護師又は准看護師 

 (１) 指定認知症対応型共同生活介護事業所 



 (２) 指定地域密着型特定施設 

 (３) 指定地域密着型介護老人福祉施設 

 (４) 指定介護療養型医療施設（医療法（昭和23年法律第205号）

第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるも

のに限る。） 

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所であって、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に

関する事業について３年以上の経験を有する指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業者又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者

（指定地域密着型サービス基準条例第193条第１項に規定する指定

看護小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）により設置される当

該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所（同項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

をいう。）であって当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所に対して指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援

を行うもの（以下「本体事業所」という。）との密接な連携の下に

運営されるものをいう。以下同じ。）に置くべき訪問サービスの提

供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者については、本

体事業所の職員により当該サテライト型指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められると

きは、１人以上とすることができる。 

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所であって、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に

関する事業について３年以上の経験を有する指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業者又は指定複合型サービス事業者（指定地域密

着型サービス基準条例第193条第１項に規定する指定複合型サービ

ス事業者をいう。）により設置される当該指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所以外の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所又は指定複合型サービス事業所（同項に規定する指定複合型サ

ービス事業所をいう。）であって当該指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所に対して指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提

供に係る支援を行うもの（以下「本体事業所」という。）との密接

な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）に置くべき訪問

サービスの提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者に

ついては、本体事業所の職員により当該サテライト型指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると

認められるときは、１人以上とすることができる。 



８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて

本体事業所において宿直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介

護従業者又は看護小規模多機能型居宅介護従業者（指定地域密着型

サービス基準条例第193条第１項に規定する看護小規模多機能型居

宅介護従業者をいう。）により当該サテライト型指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認め

られるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う介護

予防小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて

本体事業所において宿直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介

護従業者又は複合型サービス従業者（指定地域密着型サービス基準

条例第193条第１項に規定する複合型サービス従業者をいう。）に

より当該サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、夜間及び深

夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介

護従業者を置かないことができる。 

９ （略） ９ （略） 

10 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る指

定介護予防サービス等の利用に係る計画及び介護予防小規模多機能

型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門員を置かなけれ

ばならない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の処遇に支障

がない場合は、当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の

業務に従事し、又は当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

併設する第６項の表当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項中欄

に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

10 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る指

定介護予防サービス等（法第８条の２第18項に規定する指定介護予

防サービス等をいう。以下同じ。）の利用に係る計画及び介護予防

小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門員

を置かなければならない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者

の処遇に支障がない場合は、当該介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所の他の業務に従事し、又は当該介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所に併設する第６項各号に掲げる施設等の業務に従事する

ことができる。 

11～13 （略） 11～13 （略） 

（管理者） （管理者） 

第46条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予 第46条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予



防小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその業務に従事する常

勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の業務に従事し、又は当該

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項

の表当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げ

る施設等のいずれかが併設されている場合の項中欄に掲げる施設等

の業務若しくは同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第８条第１項に規定す

る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同

じ。）の業務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者（指定地域密

着型サービス基準条例第８条第１項に規定する指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業者をいう。以下同じ。）が、指定夜間対応

型訪問介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第49条第１項

に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同じ。）、

指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。以下「指定居宅サー

ビス等基準」という。）第５条第１項に規定する指定訪問介護事業

者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業者（指定居宅サービ

ス等基準第60条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下

同じ。）の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合に

は、これらの事業に係る業務を含む。）若しくは法第115条の45第

１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号に規

定する第１号介護予防支援事業を除く。）に従事することができる

防小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその業務に従事する常

勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の業務に従事し、又は当該

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項

各号に掲げる施設等の業務若しくは同一敷地内の指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第

８条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所をいう。以下同じ。）の業務（当該指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者（指定地域密着型サービス基準条例第８条第１項に規定する指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者をいう。以下同じ。）

が、指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型サービス基準

条例第49条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をい

う。以下同じ。）、指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等の事

業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。

以下「指定居宅サービス等基準」という。）第５条第１項に規定す

る指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業

者（指定居宅サービス等基準第60条第１項に規定する指定訪問看護

事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、一体的な運営を

行っている場合には、これらの事業に係る業務を含む。）に従事す

ることができるものとする。 



ものとする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセン

ター（老人福祉法第20条の２の２に規定する老人デイサービスセン

ターをいう。以下同じ。）、介護老人保健施設、指定認知症対応型

共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所（指定地域密着型

サービス基準条例第195条に規定する指定複合型サービス事業所を

いう。次条において同じ。）、指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第８条第

２項に規定する政令で定める者をいう。次条、第73条第２項及び第

74条において同じ。）として３年以上認知症である者の介護に従事

した経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修

了しているものでなければならない。 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセン

ター（老人福祉法第20条の２の２に規定する老人デイサービスセン

ターをいう。以下同じ。）、介護老人保健施設、指定認知症対応型

共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所等の従業者又は訪問介護員等（介護福

祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。次条、

第73条第２項及び第74条において同じ。）として３年以上認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する者であって、別に厚生労働大

臣が定める研修を修了しているものでなければならない。 

（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者） （指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者） 

第47条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特

別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施

設、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所等

の従業者若しくは訪問介護員等として認知症である者の介護に従事

した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの

経営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定め

る研修を修了しているものでなければならない。 

第47条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特

別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施

設、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事

業所、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者若し

くは訪問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験を有

する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わっ

た経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了

しているものでなければならない。 



（登録定員及び利用定員） （登録定員及び利用定員） 

第48条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員（登

録者の数（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定

小規模多機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介

護予防小規模多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機能型居宅介

護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に

あっては、登録者の数及び指定地域密着型サービス基準条例第84条

第１項に規定する登録者の数の合計数）の上限をいう。以下この章

において同じ。）は、29人（サテライト型指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所にあっては、18人）以下とする。 

第48条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員（登

録者の数（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定

小規模多機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介

護予防小規模多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機能型居宅介

護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に

あっては、登録者の数及び指定地域密着型サービス基準条例第84条

第１項に規定する登録者の数の合計数）の上限をいう。以下この章

において同じ。）は、25人（サテライト型指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所にあっては、18人）以下とする。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、次の各号に掲げ

るサービスの利用定員（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所におけるサービスごとの１日当たりの利用者の数の上限をい

う。以下この章において同じ。）を、当該各号に定める範囲内にお

いて定めるものとする。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、次の各号に掲げ

るサービスの利用定員（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所におけるサービスごとの１日当たりの利用者の数の上限をい

う。以下この章において同じ。）を、当該各号に定める範囲内にお

いて定めるものとする。 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人（登録定員が25

人を超える指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあって

は、登録定員に応じて、次の表に定める利用、サテライト型指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、12人）まで 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人（サテライト型

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、12人）

まで 

登録定員 利用定員 

26人又は27人 16人 

28人 17人 



29人 18人 

(２) （略） (２) （略） 

（居住機能を担う併設施設等への入居） （居住機能を担う併設施設等への入居） 

第64条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限

り、利用者がその居宅において生活を継続できるよう支援すること

を前提としつつ、利用者が第45条第６項に掲げる施設等その他の施

設へ入所等を希望した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行え

るよう、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

第64条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限

り、利用者がその居宅において生活を継続できるよう支援すること

を前提としつつ、利用者が第45条第６項各号に掲げる施設等その他

の施設へ入所等を希望した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が

行えるよう、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（指定介護予防小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） （指定介護予防小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） 

第67条 （略）  第67条 （略）  

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供す

る指定介護予防小規模多機能型居宅介護の質の評価を行い、それら

の結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供す

る指定介護予防小規模多機能型居宅介護の質の評価を行うととも

に、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表

し、常にその改善を図らなければならない。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

第71条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症

対応型共同生活介護（以下「指定介護予防認知症対応型共同生活介

護」という。）の事業は、その認知症である利用者が可能な限り共

第71条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症

対応型共同生活介護（以下「指定介護予防認知症対応型共同生活介

護」という。）の事業は、その認知症である利用者が可能な限り共



同生活住居において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で入

浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練

を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利

用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

同生活住居（法第８条の２第17項に規定する共同生活を営むべき住

居をいう。以下同じ。）において、家庭的な環境と地域住民との交

流の下で入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及

び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図

り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなけれ

ばならない。 

第75条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活

住居を有するものとし、その数は１又は２とする。ただし、指定介

護予防認知症対応型共同生活介護の事業に係る用地の確保が困難で

あることその他地域の実情により指定介護予防認知症対応型共同生

活介護の事業の効率的運営が困難であることが認められる場合は、

１の事業所における共同生活住居の数を３とすることができる。 

第75条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活

住居を有するものとし、その数は１又は２とする。ただし、市長が

特に認める指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所について

は、当分の間、２を超える当該共同生活住居を有することができ

る。 

２～７ （略） ２～７ （略） 

（運営規程） （運営規程） 

第81条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活

住居ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規

程を定めておかなければならない。 

第81条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活

住居ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規

程を定めておかなければならない。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

(７) 前各号に掲げるもののほか、運営に関する重要事項 (７) その他運営に関する重要事項 



（第３条関係） 

中間市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に

関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（記録の整備） （記録の整備） 

第31条 指定介護予防支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計

に関する記録を整備しておかなければならない。 

第31条 指定介護予防支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計

に関する記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年

間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年

間保存しなければならない。 

(１) 第33条第14号の規定による指定介護予防サービス事業者等

との連絡調整に関する記録 

(１) 第33条第13号の規定による指定介護予防サービス事業者等

との連絡調整に関する記録 

(２) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支

援台帳 

(２) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支

援台帳 

ア 介護予防サービス計画 ア 介護予防サービス計画 

イ 第33条第７号の規定によるアセスメントの結果の記録 イ 第33条第７号の規定によるアセスメントの結果の記録 

ウ 第33条第９号の規定によるサービス担当者会議等の記録 ウ 第33条第９号の規定によるサービス担当者会議等の記録 

エ 第33条第15号の規定による評価の結果の記録 エ 第33条第14号の規定による評価の結果の記録 

オ 第33条第16号の規定によるモニタリングの結果の記録 オ 第33条第15号の規定によるモニタリングの結果の記録 

(３)～(５) （略） (３)～(５) （略） 

第４章 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 第４章 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） （指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第33条 指定介護予防支援の方針は、第４条に規定する基本方針及

び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによ

るものとする。 

第33条 指定介護予防支援の方針は、第４条に規定する基本方針及

び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによ

るものとする。 



(１)～(11) （略） (１)～(11) （略） 

(12) 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護

予防サービス事業者等に対して、介護予防訪問看護計画書（指

定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定

介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号。以下｢指定介護

予防サービス等基準｣という。）第76条第２号に規定する介護予

防訪問看護計画書をいう。次号において同じ。）等指定介護予

防サービス等基準において位置付けられている計画の提出を求

めるものとする。 

（新設） 

(13) 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等に対して、介

護予防サービス計画に基づき、介護予防訪問看護計画書等指定

介護予防サービス等基準において位置付けられている計画の作

成を指導するとともに、サービスの提供状況や利用者の状態等

に関する報告を少なくとも１月に１回、聴取しなければならな

い。 

(12) 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等に対して、介

護予防サービス計画に基づき、介護予防訪問介護計画（指定介

護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護

予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予

防サービス等基準」という。）第39条第２号に規定する介護予

防訪問介護計画をいう。）等指定介護予防サービス等基準にお

いて位置付けられている計画の作成を指導するとともに、サー

ビスの提供状況や利用者の状態等に関する報告を少なくとも１

月に１回、聴取しなければならない。 

(14) 担当職員は、介護予防サービス計画の作成後、介護予防サ

ービス計画の実施状況の把握（利用者についての継続的なアセ

スメントを含む。）を行い、必要に応じて介護予防サービス計

画の変更、指定介護予防サービス事業者等との連絡調整その他

の便宜の提供を行うものとする。 

(13) 担当職員は、介護予防サービス計画の作成後、介護予防サ

ービス計画の実施状況の把握（利用者についての継続的なアセ

スメントを含む。）を行い、必要に応じて介護予防サービス計

画の変更、指定介護予防サービス事業者等との連絡調整その他

の便宜の提供を行うものとする。 



(15) 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた期間が終

了するときは、当該介護予防サービス計画の目標の達成状況に

ついて評価しなければならない。 

(14) 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた期間が終

了するときは、当該介護予防サービス計画の目標の達成状況に

ついて評価しなければならない。 

(16) 担当職員は、第13号に規定する実施状況の把握（以下「モ

ニタリング」という。）に当たっては、利用者及びその家族、

指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行うことと

し、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行わなけ

ればならない。 

(15) 担当職員は、第13号に規定する実施状況の把握（以下「モ

ニタリング」という。）に当たっては、利用者及びその家族、

指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行うことと

し、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行わなけ

ればならない。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算し

て３月に１回及びサービスの評価期間が終了する月並びに利

用者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪

問し、利用者と面接すること。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算し

て３月に１回及びサービスの評価期間が終了する月並びに利

用者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪

問し、利用者と面接すること。 

イ 利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な限り、指

定介護予防通所リハビリテーション事業所（指定介護予防サ

ービス等基準第117条第１項に規定する指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所をいう。）を訪問する等の方法によ

り利用者と面接するよう努めるとともに、当該面接ができな

い場合にあっては、電話等により利用者との連絡を実施する

こと。 

イ 利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な限り、指

定介護予防通所介護事業所（指定介護予防サービス等基準第

97条第１項に規定する指定介護予防通所介護事業所をいう。）

又は指定介護予防通所リハビリテーション事業所（指定介護

予防サービス等基準第117条第１項に規定する指定介護予防

通所リハビリテーション事業所をいう。）を訪問する等の方

法により利用者と面接するよう努めるとともに、当該面接が

できない場合にあっては、電話等により利用者との連絡を実

施すること。 

ウ 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録するこ

と。 

ウ 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録するこ

と。 

(17) 担当職員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者

会議の開催により、介護予防サービス計画の変更の必要性につ

(16) 担当職員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者

会議の開催により、介護予防サービス計画の変更の必要性につ



いて、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとす

る。ただし、やむを得ない理由がある場合については、担当者

に対する照会等により意見を求めることができる。 

いて、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとす

る。ただし、やむを得ない理由がある場合については、担当者

に対する照会等により意見を求めることができる。 

ア 要支援認定を受けている利用者が要支援更新認定を受けた

場合 

ア 要支援認定を受けている利用者が要支援更新認定を受けた

場合 

イ 要支援認定を受けている利用者が要支援状態区分の変更の

認定を受けた場合 

イ 要支援認定を受けている利用者が要支援状態区分の変更の

認定を受けた場合 

(18) 第３号から第13号までの規定は、第14号に規定する介護予

防サービス計画の変更について準用する。 

(17) 第３号から第12号までの規定は、第13号に規定する介護予

防サービス計画の変更について準用する。 

(19) 担当職員は、適切な保健医療サービス又は福祉サービスが

総合的かつ効率的に提供された場合においても、利用者がその

居宅において日常生活を営むことが困難となったと認める場合

又は利用者が介護保険施設への入院若しくは入所を希望する場

合には、利用者の要介護認定に係る申請について必要な支援を

行い、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うものと

する。 

(18) 担当職員は、適切な保健医療サービス又は福祉サービスが

総合的かつ効率的に提供された場合においても、利用者がその

居宅において日常生活を営むことが困難となったと認める場合

又は利用者が介護保険施設への入院若しくは入所を希望する場

合には、利用者の要介護認定に係る申請について必要な支援を

行い、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うものと

する。 

(20) 担当職員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとす

る要支援者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円

滑に移行できるよう、あらかじめ、介護予防サービス計画の作

成等の援助を行うものとする。 

(19) 担当職員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとす

る要支援者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円

滑に移行できるよう、あらかじめ、介護予防サービス計画の作

成等の援助を行うものとする。 

(21) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リ

ハビリテーション等の医療サービスの利用を希望している場合

その他必要な場合には、当該利用者の同意を得て主治の医師又

は歯科医師（次号において「主治の医師等」という。）の意見

を求めなければならない。 

(20) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リ

ハビリテーション等の医療サービスの利用を希望している場合

その他必要な場合には、当該利用者の同意を得て主治の医師又

は歯科医師（次号において「主治の医師等」という。）の意見

を求めなければならない。 



(22) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防訪問看護、

介護予防通所リハビリテーション等の医療サービスを位置付け

る場合にあっては、当該医療サービスに係る主治の医師等の指

示がある場合に限りこれを行うものとし、医療サービス以外の

指定介護予防サービス等を位置付ける場合にあっては、当該指

定介護予防サービス等に係る主治の医師等の医学的観点からの

留意事項が示されているときは、当該留意事項を尊重してこれ

を行うものとする。 

(21) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防訪問看護、

介護予防通所リハビリテーション等の医療サービスを位置付け

る場合にあっては、当該医療サービスに係る主治の医師等の指

示がある場合に限りこれを行うものとし、医療サービス以外の

指定介護予防サービス等を位置付ける場合にあっては、当該指

定介護予防サービス等に係る主治の医師等の医学的観点からの

留意事項が示されているときは、当該留意事項を尊重してこれ

を行うものとする。 

(23) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防短期入所生

活介護又は介護予防短期入所療養介護を位置付ける場合にあっ

ては、利用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に

留意するものとし、利用者の心身の状況等を勘案して特に必要

と認められる場合を除き、介護予防短期入所生活介護及び介護

予防短期入所療養介護を利用する日数が要支援認定の有効期間

のおおむね半数を超えないようにしなければならない。 

(22) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防短期入所生

活介護又は介護予防短期入所療養介護を位置付ける場合にあっ

ては、利用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に

留意するものとし、利用者の心身の状況等を勘案して特に必要

と認められる場合を除き、介護予防短期入所生活介護及び介護

予防短期入所療養介護を利用する日数が要支援認定の有効期間

のおおむね半数を超えないようにしなければならない。 

(24) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸

与を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、

当該介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸与が必要な理

由を記載するとともに、必要に応じて随時、サービス担当者会

議を開催し、継続して介護予防福祉用具貸与を受ける必要性に

ついて検証をした上で、継続して介護予防福祉用具貸与を受け

る必要がある場合にはその理由を介護予防サービス計画に記載

しなければならない。 

(23) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸

与を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、

当該介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸与が必要な理

由を記載するとともに、必要に応じて随時、サービス担当者会

議を開催し、継続して介護予防福祉用具貸与を受ける必要性に

ついて検証をした上で、継続して介護予防福祉用具貸与を受け

る必要がある場合にはその理由を介護予防サービス計画に記載

しなければならない。 

(25) 担当職員は、介護予防サービス計画に特定介護予防福祉用

具販売を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討

(24) 担当職員は、介護予防サービス計画に特定介護予防福祉用

具販売を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討



し、当該介護予防サービス計画に特定介護予防福祉用具販売が

必要な理由を記載しなければならない。 

し、当該介護予防サービス計画に特定介護予防福祉用具販売が

必要な理由を記載しなければならない。 

(26) 担当職員は、利用者が提示する被保険者証に、法第73条第

２項に規定する認定審査会意見又は法第37条第１項の規定によ

る指定に係る介護予防サービス若しくは地域密着型介護予防サ

ービスの種類についての記載がある場合には、利用者にその趣

旨（同項の規定による指定に係る介護予防サービス又は地域密

着型介護予防サービスの種類については、その変更の申請がで

きることを含む。）を説明し、理解を得た上で、その内容に沿

った介護予防サービス計画を作成しなければならない。 

(25) 担当職員は、利用者が提示する被保険者証に、法第73条第

２項に規定する認定審査会意見又は法第37条第１項の規定によ

る指定に係る介護予防サービス若しくは地域密着型介護予防サ

ービスの種類についての記載がある場合には、利用者にその趣

旨（同項の規定による指定に係る介護予防サービス又は地域密

着型介護予防サービスの種類については、その変更の申請がで

きることを含む。）を説明し、理解を得た上で、その内容に沿

った介護予防サービス計画を作成しなければならない。 

(27) 担当職員は、要支援認定を受けている利用者が要介護認定

を受けた場合には、指定居宅介護支援事業者と当該利用者に係

る必要な情報を提供する等の連携を図るものとする。 

(28) 指定介護予防支援事業者は、法第115条の48第４項の規定に

基づき、同条第１項に規定する会議から、同条第２項の検討を

行うための資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力

の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなければな

らない。 

(26) 担当職員は、要支援認定を受けている利用者が要介護認定

を受けた場合には、指定居宅介護支援事業者と当該利用者に係

る必要な情報を提供する等の連携を図るものとする 

(新設) 


